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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
２ 第４期より連結財務諸表を作成しております。 
３ 第４期以降の連結財務諸表につきましては、証券取引法第193条の２の規定に基づき中央青山監査法人の監査を受けてお
ります。 

４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第２期に旧商法第280条の19第１項の規定に基づく新株引受権(ストッ
クオプション)の付与を行なっておりますが、当社は第6期までは非上場・非登録であり、期中平均株価が把握できないた
め記載しておりません。また第7期は潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

５ 第６期までの株価収益率については、当社株式が非上場・非登録であったため記載しておりません。 
６ 平成15年８月期において、子会社である株式会社ゼロットを平成15年５月12日に設立し、新たに連結の範囲に含めており
ます。 

７ 平成17年８月期において、子会社である株式会社e-musicを平成15年7月8日に簡易分割により設立し、新たに連結の範囲
に含めております。 

８ 第５期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２号)
及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準適
用指針第４号)を適用しております。なお、この変更による影響はありません。 

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 

決算年月 平成13年８月 平成14年８月 平成15年８月 平成16年８月 平成17年８月

売上高 (千円) ― 4,881,159 4,919,237 4,357,425 5,553,377

経常利益 (千円) ― 219,137 221,531 276,650 457,054

当期純利益 (千円) ― 128,183 101,328 123,277 253,709

純資産額 (千円) ― 841,486 925,728 1,030,776 1,556,223

総資産額 (千円) ― 2,325,591 2,350,192 2,610,322 3,804,504

１株当たり純資産額 (円) ― 203,110.37 223,443.94 248,799.45 55,862.72

１株当たり当期純利益 (円) ― 30,939.71 24,457.68 29,755.51 14,035.69

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 36.2 39.4 39.5 40.9

自己資本利益率 (％) ― 16.5 11.5 12.6 19.6

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 20.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― 246,578 △70,075 175,574 241,825

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― △181,665 △511,978 △246,626 △253,550

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― 184,300 117,563 111,620 478,338

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) ― 716,919 252,429 292,998 759,611

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
― 

(―)

25 

(4)

37 

(1)

37 

(3)

40 

(6)



(2) 提出会社の経営指標等 
  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第４期以降の財務諸表につきましては、証券取引法第193条の２の規定に基づき中央青山監査法人の監査を受けておりま

すが、第３期の財務諸表につきましては、監査を受けておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第２期に旧商法第280条の19第１項の規定に基づく新株引受権(ストッ

クオプション)の付与を行なっておりますが、当社は第6期までは非上場・非登録であり、期中平均株価が把握できないた

め記載しておりません。また第7期は潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 第６期までの株価収益率については、当社株式が非上場・非登録であったため記載しておりません。 

５ 第５期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２号)

及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準適

用指針第４号)を適用しております。なお、この変更による影響はありません。 

６ 第７期における１株当たり配当額には、JASDAQ上場記念配当500円が含まれております。 

  

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 

決算年月 平成13年８月 平成14年８月 平成15年８月 平成16年８月 平成17年８月

売上高 (千円) 2,888,875 4,945,056 4,936,175 4,404,756 5,617,881

経常利益 (千円) 10,987 188,680 234,765 302,837 415,578

当期純利益 (千円) 5,759 94,980 124,786 151,651 246,661

資本金 (千円) 604,764 604,764 604,764 604,764 719,514

発行済株式総数 (株) 4,143 4,143 4,143 4,143 27,858

純資産額 (千円) 758,973 853,953 961,654 1,095,076 1,613,476

総資産額 (千円) 1,512,390 2,392,431 2,414,315 2,661,930 3,792,913

１株当たり純資産額 (円) 183,194.15 206,119.67 232,115.50 264,319.71 57,917.88

１株当たり配当額 
(内１株当たり中間配当額) 

(円) 
― 
(―)

3,400
(―)

4,400
(―)

5,500 
(―)

2,000
(―)

１株当たり当期純利益 (円) 1,435.72 22,925.51 30,119.94 36,604.21 13,645.78

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 50.2 35.7 39.8 41.1 42.5

自己資本利益率 (％) 0.9 11.8 13.7 14.7 18.2

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 21.1

配当性向 (％) ― 14.8 14.6 15.0 14.7

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
24 
(1)

24
(4)

35
(1)

34 
(2)

36
(4)



２ 【沿革】 

  

平成11年６月 

  

音楽CD及びレコードの企画・制作及び販売を目的とし、神奈川県大和市にダイキサ

ウンド株式会社(資本金10,000千円)を設立。 

平成11年９月 

  

  

  

東京都品川区東五反田に東京営業所及び大阪府大阪市浪速区に大阪営業所を設置し

営業業務を開始する。 

タワーレコード、新星堂、ヴァージン・メガストアーズ・ジャパン等の大手小売店

との取引を開始。 

平成11年12月 営業販促部でCDプレス業務を開始する。 

平成12年１月 日本レコードセンター株式会社へ物流及び受注並びに情報処理を業務委託。 

平成12年３月 データサービス事業を開始するため、企画部を設置。 

平成12年６月 東京都品川区に本店を移転し、東京営業所を移設。 

平成12年７月 

  

音楽CDの企画・制作のため、株式会社ディスカス(連結子会社)を設立。 

営業本部を設置。 

平成12年９月 大阪府大阪市北区に大阪営業所を移設。 

平成12年10月 企画部にてマスターデータの販売を開始。 

平成13年１月 音楽情報雑誌「Guppy」を創刊。 

平成13年３月 株式会社ディスカスにて自社制作CDの販売を開始。 

平成13年４月 

  

インディーズ・レコードメーカー対応部署として業務部を設置。 

各事業の円滑化及び資金管理を強化するため財務部を設置。 

平成13年10月 日本レコードセンター株式会社と試聴機用加工プログラムの共同開発を開始。 

平成14年７月 文化庁に音楽著作権等の管理事業者として登録し、権利管理業務を開始。 

平成14年７月 

  

音楽情報雑誌「AQUADIUM」創刊。 

インディーズ用試聴機１号機を株式会社タハラ町田店へ納入。 

平成15年１月 

  

東京都品川区東五反田１丁目14番地に当社本店及び東京営業所並びに株式会社ディ

スカスを移転。 

平成15年４月 

  

店舗用試聴機及びシステム制作業務の営業強化のため、システムサービス部を設

置。 

平成15年５月 

  

中堅のプロダクションをターゲットとした、音楽CDの制作、販売専門子会社の株式

会社ゼロット(連結子会社)を設立。 

平成15年10月 

  

当社並びにレコードメーカー12社が発起人として任意団体インディペンデント・レ

ーベル協議会を設立、本社内に事務局を設置。 

平成16年11月 日本証券業協会に株式を店頭登録。 

平成16年12月 日本証券業協会への株式の店頭登録を取消し、株式会社ジャスダック証券取引所に

株式を上場。 

平成17年７月 エルダー層向け音楽CDの販売を特化するため、株式会社e-music（連結子会社）を簡

易分割制度により設立。 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、ダイキサウンド株式会社（当社）と連結子会社である株式会社ディスカス、株式会社ゼロット、

株式会社e-music及び、持分法適用関連会社エフアンドエス株式会社で構成され、インディーズ音楽分野におけるCDの

ディストリビューションを主たる事業とし、あわせて、インディーズ音楽CDの各種データの提供・販売及びCDの企

画・制作及び販売を行っております。 

なお、下記事業区分は「第５経理の状況 １連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表注記事項」に掲げる事業の種類別セ

グメント情報の区分と同一であります。 

  

１ ディストリビューション事業 

現在、756社のインディーズ・レコードメーカーと全国のレコード店3,117店舗(371社)及び14社の卸売会社(平成

17年８月現在)をネットワークし、CDの受注・出荷・返品、商品管理、代金の決済を標準化することにより、インデ

ィーズCDの販売機会の増大を図っております。 

当事業は、メジャーレコード(大手レコード会社)の流通システムと互換性を持つシステムを構築することによ

り、少量・多種類・多頻度であるCDを全国のレコード店に発注の翌日までに１枚からでも安定的に届けるサービス

を構築しております。 

また、通常の卸売会社とは異なり、レコード店から受注後、インディーズ・レコードメーカーの預託在庫から仕

入れて即出荷する、いわゆる受託販売業務を実現しており、同時にレコード店並びにインディーズ・レコードメー

カーの適正在庫を目的として、販売支援・促進となり得る情報等の提供を行い、「物流」、「商流」の効率化を図

り、システム・サプライ・チェーン・マネージメントを確立しております。 

また、平成17年7月8日には、エルダー層向け音楽CD販売事業をより明確な目的とした、株式会社e-musicを簡易分

割により設立し、音楽ソフトの新たなる消費者への提案を行なっております。 

２ データサービス事業 

当事業においては、ディストリビューション事業の業務の過程で蓄積された、商品カタログデータをベースとし

て曲目データ・ジャケット写真・商品に対するコメントデータ・試聴用音源及び小売店からの実売情報を収集して

おり、商品の販売促進とともに試聴データ・使用者のサンプリングデータを収集しております。このような体系付

けされたデータはインディーズ音楽では現時点で他に類がなく、当社グループがこうしたデータの一部又は全部を

有利な条件で、制作会社、モバイル会社、通販サイト及びランキングの基礎データとして提供できる素地となって

おります。 

また、平成16年11月に携帯電話向け全曲音楽配信サービスサイト「インディーズ・モバイル」を立ち上げ、イン

ディーズ・ネット配信ビジネスの開始と、「DECOSTORE」（店頭楽曲配信端末）の販売により、音楽配信事業を拡充

しております。 

３ レーベル事業 

当事業は、子会社の株式会社ディスカス(連結子会社)及び株式会社ゼロット(連結子会社)が営んでおり、自らア

ーティストの開発及びマネージメント、レコードの企画・制作を行い、また、他のレコードメーカー・音楽出版社

又はプロダクションからの原盤の供給又は譲渡を受けてCDの発売を行っております。また、インディーズ音楽ラン

キング情報誌「AQUADIUM」を発刊しております。 

  



事業の系統図は、次のとおりであります。 

  

 
（注）1. 関連会社で持分法適用会社（1社） 

無印は連結子会社（3社） 



４ 【関係会社の状況】 

  

(注)1.特定子会社であります。 
2.主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 
3.有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年８月31日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、( )内に年間の平均人数を外数で記載しております。 
  

(2) 提出会社の状況 

平成17年８月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、( )内に年間の平均人数を外数で記載しております。 
２ 従業員数には子会社への出向者2名は含んでおりません。 
３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 資本金
(千円) 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
割合(％) 関係内容 

(連結子会社)   

㈱ディスカス 東京都品川区 55,000 レーベル事業 100.0

当社は、音楽CD及びレコー
ドを仕入れております。 
資金援助があります。 
役員の兼任  ２名 
監査役の兼任 １名 

  
㈱ゼロット 
※1 

東京都渋谷区 30,000 レーベル事業 90.0

当社は、音楽CD及びレコー
ドを仕入れております。 
役員の兼任  １名 
監査役の兼任 １名 

㈱e-music 東京都渋谷区 15,000
ディストリ
ビューション 
事業 

100.0

当社は、音楽CD及びレコー
ドを仕入れております。 
役員の兼任   ― 
監査役の兼任  ― 

(持分法適用関連会社)       

エフアンドエス㈱ 神奈川県横浜市 11,500
データ
サービス 
事業 

23.1

当社は、音楽配信等の情報
インフラ整備に伴うシステ
ム設計を委託しています。 
役員の兼任  ― 
監査役の兼任 ― 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

ディストリビューション事業 25(-) 

データサービス事業 5(-) 

レーベル事業 2(2) 

全社(共通) 8(4) 

合計 40(6) 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

36(4) 34.8 2.7 4,529



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度における我が国経済は、企業収益の改善や個人消費の緩やかな増加により景気回復基調である

ものの、原油価格の高騰等を背景としたデフレ傾向により、企業をとりまく環境は依然として厳しい状況が続い

ています。国内音楽ソフト市場は、CD生産実績が前年比7.0％減（平成17年1月から平成17年8月まで「財団法人 

日本レコード協会資料より」）引き続き前年割れ状態が続いており、大手レコードメーカーでは、パソコンや携

帯電話を媒体としたネット配信ビジネスを見据えた動きが大きく拡大しております。 

このような事業環境のなかで、当社は、平成16年11月に携帯電話向け全曲音楽配信サービスサイト「インディ

ーズ・モバイル」を立ち上げ、インディーズ・ネット配信ビジネスの開始と、「DECOSTORE」（店頭楽曲配信端

末）の販売により、音楽配信事業を拡充しております。 

「M∞CARD」におきましては、平成17年1月にオレンジレンジの「着メロ」「着ボイス」「待受画像」がセット

されたトレーディングカードのパッケージ商品の発売をおこない、8月にも販促用ノベルティカードとして販売を

おこないました。 

この結果、当連結会計年度の売上高は、前年同期より1,195百万円増加し5,553百万円（前年同期比127.5%）と

なりました。また、利益面では平成16年11月16日にジャスダック市場へ上場したことに伴う上場関連費用及び新

株発行費用32百万円の影響があったものの、高付加価値商品の寄与により経常利益は前年同期より180百万円増加

し457百万円（前年同期比165.2%）、当期純利益は前年同期より130百万円増加し253百万円（前年同期比205.8%）

となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

(ディストリビューション事業) 

当事業部門におきましては、「Def Tech」等のヒット作品の販売により、売上高3,791百万円（前年同期比

112.6%）となりました。しかし、利益面については、仕入価格の上昇にともない、営業利益324百万円（前年同期

比88.7%）となりました。 

(データサービス事業) 

当事業部門におきましては、インディーズ・データ販売の順調な推移と、「DECOSTORE」（店頭楽曲配信端末）

の販売、インディーズ・ネット配信サービスの開始等により、売上高762百万円（前年同期比175.3%）となりまし

た。また、利益面については、インディーズ・データ販売の寄与により、営業利益390百万円（前年同期比

224.2%）となりました。 

(レーベル事業) 

当事業部門におきましては、自社制作商品「ELLEGARDEN」のCD出荷額が伸びたことにより、売上高999百万円

（前年同期比179.7%）となりました。また、利益面については、積極的な販売活動により営業費用は増加したも

のの、販売増加に伴い固定費の割合が減少したため、営業利益62百万円（前年同期比260.9%）となりました。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動による241百万円の増加、投

資活動による253百万円の減少、財務活動による478百万円の増加により、前連結会計年度末に比べ466百万円増加

し759百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりで

あります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権331百万円の増加、たな卸資産237百万円の増加があったもの

の、仕入債務383百万円の増加及び、税金等調整前当期純利益の457百万円が寄与したことにより、241百万円の増

加（前年同期は175百万円の増加）となりました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払出による150百万円の増加がありましたが、商品の独占受

託販売契約等のための長期前払費用の支払による371百万円の減少と、新規事業展開の設備投資による30百万円の

減少により、253百万円の減少（前年同期は246百万円の減少）となりました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、株式の上場による有償一般募集増資による294百万円の増加と、借入に

よる206百万円の増加により478百万円の増加（前年同期は111百万円の増加）となりました。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

生産実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 
２ 金額は、製造原価によっております。 

  
(2) 仕入実績 
仕入実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであります。 

(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 
２ 金額は、仕入価格によっております。 
３ データサービス事業においては、前年実績がないため、前年同期比は表示しておりません。 

  

(3) 受注実績 
当社及び連結子会社は見込製作を主体としており、受注製作は行っておりません。 

  

(4) 販売実績 
販売実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであります。 

(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 
２ 最近２連結会計年度における、主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであり
ます。 

  

区分 

第７期連結会計年度
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

金額(千円) 前年同期比(％) 

レーベル事業 580,281 145.8 

合計 580,281 145.8 

区分 

第７期連結会計年度
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

金額(千円) 前年同期比(％) 

ディストリビューション事業 3,152,004 116.9 

データサービス事業 71,200 ― 

合計 3,152,004 116.9 

区分 金額(千円) 前年同期比(％) 

ディストリビューション事業 3,791,953 112.6 

データサービス事業 762,029 175.3 

レーベル事業 999,394 179.7 

合計 5,553,377 127.5 

相手先 

前連結会計年度 当連結会計年度 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

タワーレコード㈱ 594,639 12.8 731,443 12.4



３ 【対処すべき課題】 

今後の我が国経済は、原油価格の上昇が企業収益の圧迫要因として懸念されるものの、海外経済の緩やかな成長

に伴って底堅く推移するとみこまれます。 

このような経済状況の中で、当音楽業界においては、パッケージビジネスからノンパッケージビジネスへと大き

く市場が変化するものと思われ、ネット配信ビジネスに伴う競争の激化が予想されます。 

このような中で、 

①パッケージディストリビューション事業については、海外におけるインディーズ楽曲の権利獲得及びエルダー

層向けの楽曲の充実等により当該事業の強化を図り、売上の伸張を目指します。 

②デジタルディストリビューション事業（データサービス事業）は、インディーズ音楽コンテンツのデータベー

スを利用したコンテンツダウンロードカード「M∞CARD」シリーズの販売強化と国内・海外1,000以上のインデ

ィーズレーベルの楽曲配信及びCDパッケージの通信販売、ライブ情報や音楽ニュース配信等による付加価値を

高めた情報を、多様化する音楽リスナーに提供することによりブランド力を高め、当該事業の売上の伸張を図

っていきます。 

③「消費者へ受け入れられるインディーズ音楽の提供」を意識した楽曲作りを行ない、一方有力プロダクション

との業務提携及び特約店との事業提携等により制作から製造及び販売までの一貫体制の構築を行ないます。 

以上を主な重点項目として注力してまいります。 

また、以上の重点項目を具現化するため、情報インフラへの投資及び音楽に関する権利取得への投資を行ないま

す。 

人事政策面においても、業績に連動した年俸制の導入を図り、社員のモチベーションの向上につながる環境の整

備を行ない企業価値の最大化を図ってまいります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

当社グループが事業を継続的に遂行している限り、今後起こりうる様々な要因により大きな影響を受ける可能性

があります。 

以下において、当社グループのリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載しております。な

お、当社グループはこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の軽減に努める所

存であります。しかし予想を超えるリスクが発生した場合は、経営成績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性

があります。 

なお、文中における将来に関する事項は、本有価証券報告書提出日（平成17年11月29日）現在において、当社グ

ループが判断したものであります。 

  

１ 当社グループ事業に関連する法的規制等について 

 当音楽業界につきましては、音楽の原盤に係る著作権及び著作隣接権等の知的財産権について当社グループ

が保有し、また当該権利の使用許諾を受けた上で商品化しております。 

これらについて、第三者から意図せずに権利侵害を受け、また第三者の権利を意図せずに侵害してしまう可

能性も否定できません。 

このような権利侵害等に対して事前に情報収集につとめ、当社法務部が中心となり、リスク回避につとめて

おります。しかしながら、万一損害賠償責任問題等の事態が生じた場合、経営成績及び財政状態に影響を及ぼ

す可能性があります。 

２ 再販売価格維持制度について 

音楽CD、書籍等の小売価格については「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」に規定する著作

物として、再販売価格の決定、維持について同法の適用除外となっております。したがって、レコード会社は



発売する商品の小売価格を決定し、レコード販売店に小売価格を遵守させます。このことにより小売価格は

維持されております。しかしながら、著作物再販制度が将来にわたって維持されるかどうかは不明であり、同

制度が廃止された場合には、自由価格競争による売上の低下を招く恐れがあり、このような状況となった場合

には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

３ 当社グループ事業に関連する重要な契約について 

 当社は日本全国特約店への配送業務を、日本レコードセンター株式会社へ委託しております。 

同社との物流業務委託契約が解除された場合、各特約店への商品供給などに支障をきたし、当社グループの

経営成績及び財政状態に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

業務委託契約 

  

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

契約会社名 相手先 契約年月日 契約内容 契約期間 

ダイキサウンド株式会社 日本レコードセンター株式会社 平成11年12月20日 物流業務、受注業務、
情報処理業務等の業務委託 

自：平成12年１月１日 
至：平成14年12月31日 
ただし、変更等の申出
が無い限り、１年毎に
自動更新 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 経営成績の分析 

(売上高と営業利益)  

当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べて1,195百万円増加し、5,553百万円（前年同期比127.4％）と

なりました。 

これは、音楽CD販売の「Def Tech」「ELLEGARDEN」等のヒット作品及び高付加価値商品「M∞CARD」ならびに店頭

楽曲配信端末「DECOSTORE」の販売等が好調に推移したことが主な要因であります。 

売上原価は売上の増加に伴い、前連結会計年度より814百万円増加しましたが、売上総利益は前連結会計年度より

381百万円増加し、1,606百万円（前年同期比131.2％）となりました。 

販売費及び一般管理費は、売上の拡大に伴う物流費が増加し、また販売力強化のために人員の増強を図り人件費

が増加したことにより前連結会計年度より167百万円増加し、1,111百万円（前年同期比117.7％）となりました。 

この結果、営業利益は前連結会計年度に比べて214百万円増加し、494百万円（前年同期比176.8％）となり過去最

高額となりました。 

  

(営業外損益と経常利益) 

営業外損益は、前連結会計年度の3百万円の損失から、当連結会計年度の37百万円の損失となりました。 

この主な要因は、平成16年11月16日にジャスダック市場への上場に伴う上場関連費用16百万円、及び一般有償募

集増資による新株発行費用15百万円が発生したことによります。 

これら営業外費用の増加がありましたが、営業利益の大幅増で吸収し、経常利益は前連結会計年度に比べて180百

万円増加し、457百万円（前年同期比164.5％）となり、営業利益と同様過去最高額となりました。 

  

(当期純利益) 

これらの結果、当期純利益は253百万円となり、前連結会計年度と比べて105.8%の大幅な増加となりました。 

また、平成16年9月30日に1株につき3株の割合で、平成17年4月20日に1株につき2株の割合でそれぞれ株式分割を

行なっており、この結果1株当たり当期純利益は、14,035円69銭（前年同期比47.2％）となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

(流動資産) 

下期に売上高が増加したこと等により、受取手形及び売掛金が前連結会計年度末より331百万円増加し、また、現

金預金についても平成16年11月15日一般有償募集増資294百万円を実施したことにより、前連結会計年度末より900

百万円増加し、3,252百万円となりました。 

  

(固定資産) 

当連結会計年度の設備投資額は393百万円で、主に音楽CD独占販売権285百万円及び楽曲原盤権使用料40百万円を

取得したこと等により、前連結会計年度末より293百万円増加し、551百万円となりました。 

  

(流動負債) 

下期に売上高が増加したことに伴い、仕入額も増加した結果、支払手形及び買掛金355百万円の増加、借入金287

百万円の増加等があり、前連結会計年度末より745百万円増加し、2,068百万円となりました。 

(固定負債) 

  

長期借入金の返済による80百万円の減少により、前連結会計年度末より79百万円減少し、173百万円となりまし



た。 

  

(資本) 

当期純利益253百万円及び配当金の支払22百万円等により、利益剰余金は230百万円増加し、また、平成16年11月

15日に一般有償募集増資により、資本金114百万円、資本剰余金179百万円がそれぞれ増加しました。これにより前

連結会計年度末より525百万円増加し、1,556百万円となりました。 

これにより、株主資本率は40.9%となり、また、1株当たり純資産額は55,862円72銭となりました。 

  

これらの結果、総資産は前連結会計年度末より1,194百万円増加し、3,804百万円となりました。 

  

なお、キャッシュ・フローの状況については、「１ 業績等の概要(2)キャッシュ・フローの状況」に記載してお

ります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資額は393,358千円であり、事業の種類別セグメントの設備投資について示すと次のとおり
であります。 

  
(1)ディストリビューション事業 

当連結会計年度の主な設備投資額は、M∞CARDのシステム構築費用として10,000千円のソフトウェアと、M∞CARD
の肖像権使用料として46,000千円及び、独占販売契約料として285,714千円の長期前払費用であります。 
なお、設備の除却または売却はありません。 

  
(2)データサービス事業 

当連結会計年度の主な設備投資額は、店頭試聴システムの拡販を目的とする営業用貸与資産である店頭試聴機
「IWS」の設置を中心とする1,510千円の器具及び備品と、音楽配信用の楽曲原盤権使用料40,000千円の長期前払費
用であります。 
なお、設備の除却または売却はありません。 

  
(3)レーベル事業 

当連結会計年度において、主要な新規設備投資はありません。 
なお、設備の除却または売却はありません。 

  
(4)全社共通 

当連結会計年度の主な設備投資額は、事務合理化システムの構築を中心とする総額1,902千円であります。 
なお、設備の除却ありませんが、一部の器具備品関連当事者取引に記載のとおり売却しております。 



２ 【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。 

(1) 提出会社 

平成17年８月31日現在 

(注)1. 建物は賃借中のものであり、年間賃借料は34,894千円であります。 
2. 上記金額には消費税等は含まれておりません。 
3. 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当連結会計年度の平均雇用人員であります。 
4. 臨時従業員には、アルバイト及び契約社員の従業員を含み、派遣社員を除いております。 
5. 上記の他、リース契約による賃借設備は次の通りであります。 

  

(2) 国内子会社 

平成17年８月31日現在 

(注)1. 建物は賃借中のものであり、年間賃借料は10,297千円であります。 
2. 上記金額には消費税等は含まれておりません。 
3. 従業員数の(外書)は、臨時従業員の当連結会計年度の平均雇用人員であります。 
4. 臨時従業員には、アルバイト及び契約社員の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの名称 

帳簿価額(千円)
従業員数
(名) 

建物
器具及び
備品 

ソフト
ウェア 

長期前払
費用 

合計 

本社 
(東京都品川区) 

全社(共通) 5,575 4,858 14,500 ― 24,933 8(4)

本社 
(東京都品川区) 

ディストリビューション事業 ― 506 60,073 322,769 383,350 20(-)

本社 
(東京都品川区) 

データサービス事業 ― 34,358 12,168 38,888 85,415 5(-)

大阪営業所 
(大阪市北区) 

ディストリビューション事業 542 116 ― ― 658 3(-)

合計 6,117 39,840 86,742 361,658 494,358 36(4)

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容 リース期間
年間リース料 
(千円) 

リース契約残高
(千円) 

本社 
(東京都品川区) 

全社共通 
パーソナルコンピュ
ータ・サーバー、ソ
フトウエア 

平成12年～20年 1,528 ―

本社 
(東京都品川区) 

全社共通 器具及び備品 平成12年～20年 1,860 3,087

本社 
(東京都品川区) 

全社共通 建物附属設備 平成14年～19年 1,630 3,410

本社 
(東京都品川区) 

全社共通 車両運搬具 平成15年～20年 2,475 6,916

本社 
(東京都品川区) 

データサービス事業 
ストリーミング配信
用ハード・ソフトウ
エア 

平成14年～19年 14,256 45,696

本社 
(東京都品川区) 

データサービス事業 
基幹コンピュータシ
ステム 

平成16年～21年 31,301 45,128

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの名称 

帳簿価額(千円)
従業員数
(名) 

建物
器具及び
備品 

ソフト
ウェア 

長期前払
費用 

合計 

㈱ディスカス 
本社 
(東京都品川区) 

レーベル事業 5,954 1,490 ― ― 7,445 
  
2(2) 

㈱ゼロット 
本社 
(東京都渋谷区) 

レーベル事業 ― 194 ― ― 194 
  

-(-) 

㈱e-music 
本社 
(東京都渋谷区) 

ディストリ 
ビューション事業 

― 454 ― ― 454 
  

2(-) 

合計 5,954 2,140 ― ― 8,094 
  

4(2) 



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

(注)1.㈱ディスカスは当社がその議決権の100％を保有する連結子会社であります。 

2.資金調達方法の調達資金は、平成17年11月16日発行の第1回無担保転換社債型新株予約権付社債に伴う手取金であります。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容 

投資予定額
資金調達
方法 着手年月

完了予定 
年月 

完了後の
増加能力 総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

提出会社 本社他 
(東京都品川区) 

デジタルディ
ストリビュー
ション事業 

楽曲等のデ
ータ配信シ
ステムへの
投 資（器 具
及び備品） 

550 ―
調達資金及び
自己資金 

平成17年
９月 

平成18年 
４月 

配信事業の
増収効果 

㈱ディスカス 本社他 
(東京都品川区) レーベル事業 原盤権等 750 ―

調達資金及び
自己資金 

平成17年
11月 

平成18年 
４月 

音楽CDの制
作に伴う増
収効果 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

       

② 【発行済株式】 
  

(注) 提出日現在の発行数には、平成17年11月17日からこの有価証券報告書提出日までの転換社債の行使により発行された株式数は

含まれておりません。 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 
  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

(注) １ 有償第三者割当増資 

  割当先は、株式会社第一興商、他９社であります。 

  発行価格  1,500,000円 

  資本組入額  750,000円 

２ 株式分割 (１：３) 

  平成16年７月21日開催の取締役会決議により、平成16年９月30日付をもって１株を３株に分割し、発行済株式数が8,286

株増加しております。 

３ 有償一般募集増資（ブックビルディング方式） 

  発行価格   210,000円 

  引受価額   196,350円 

  発行価額   153,000円 

  資本組入額   76,500円 

４ 株式分割 (１：２) 

  平成17年２月７日開催の取締役会決議により、平成17年４月20日付をもって１株を２株に分割し、発行済株式数が13,929

株増加しております。 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 76,800

計 76,800

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成17年８月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年11月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 27,858 27,858
ジャスダック
証券取引所 

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式 

計 27,858 27,858 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成13年５月12日 
(注１) 

190 4,143 142,500 604,764 142,500 142,500

平成16年９月30日 
(注２) 

8,286 12,429 ― 604,764 ― 142,500

平成16年11月15日 
(注３) 

1,500 13,929 114,750 719,514 179,775 322,275

平成17年４月20日 
(注４) 

13,929 27,858 ― 719,514 ― 322,275



(4) 【所有者別状況】 

平成17年８月31日現在 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成17年８月31日現在 

（注）日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社が保有する上記持株数は、すべて信託業務に係る株式です。 

区分 

株式の状況

端株の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 
個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 4 10 37 6 ― 2,811 2,868 ― 

所有株式数 
(株) 

― 869 367 2,408 1,719 ― 22,495 27,858 ― 

所有株式数 
の割合(％) 

― 3.1 1.3 8.6 6.2 ― 80.8 100.0 ― 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

木 村  裕 治 東京都港区白金台5丁目18-8-1102 12,722 45.66 

モルガン・スタンレー・アンド・
カンパニー・インターナショナ
ル・リミテッド（常任代理人モル
ガン・スタンレー証券会社東京支
店） 

25 CABOT SQUARE,CANARY WHARF,LONDON 
E14 4QA ENGLAND（東京都渋谷区恵比寿
４丁目20番3号恵比寿ガーデンプレイス
タワー） 

1,516 5.44 

バンダイネットワークス株式会社 東京都千代田区岩本町2丁目4-10 780 2.79 

大阪証券金融株式会社(業務口) 大阪府大阪市中央区北浜2丁目4番6号 427 1.53 

株 式 会 社 第 一 興 商 東京都品川区北品川5丁目5番26号 360 1.29 

株式会社コネクトテクノロジーズ 東京都千代田区神田小川町3丁目1番 300 1.07 

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海1丁目8番11号 284 1.01 

日本レコードセンター株式会社 神奈川県厚木市長沼字北耕地235-7 240 0.86 

 松 坂  正 樹 埼玉県越谷市北越谷2丁目16-5 240 0.86 

オ リ コ ン 株 式 会 社 東京都港区六本木6丁目8番10号 180 0.64 

株式会社アップフロントワークス 東京都港区東麻布1丁目28番12号 180 0.64 

計 ― 17,229 61.85 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年８月31日現在 

  

② 【自己株式等】 

平成17年８月31日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成17年11月29日第7期定時株主総会終結時に当社の取締役及

び従業員並びに当社関係会社の取締役及び従業員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成17年11月29

日の定時株主総会において決議されたものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

注1. 新株予約権の目的たる株式の種類及び数 

当社普通株式500株を上限とする。 

各新株予約権の目的たる株式の数（以下、「付与株式数」という。）は500株とする。 

なお、新株予約権は発行する日（以下、「発行日」という。）以降、当社が当社普通株式の分割または併合を行なう場合

には、付与株式数を次の算式により調整する（１株未満の端数は切り捨て)。 

ただし、かかる調整は、当該時点で行使または消却されていない新株予約権についての付与株式数についてのみ行なわれ

るものとする。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式  27,858 27,858
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 27,858 ― ― 

総株主の議決権 ― 27,858 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

決議年月日 平成17年11月29日

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社の取締役及び従業員並びに当社関係会社の取締役及び従業員 
なお、付与対象者については、当社取締役会において決定するものと
する。（注）1 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 500 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）4 

新株予約権の行使期間 平成19年11月30日～平成22年11月28日

新株予約権の行使の条件 （注）6 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）8 



  

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

  

また、発行日以降、当社が資本の減少、合併または会社分割を行なう場合、その他これらの場合に準じて付与株式数の調

整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲

で付与株式数を調整する。 

ただし、かかる調整は、当該時点で、行使または消却されていない新株予約権についての付与株式数についてのみ行なわ

れるものとする。 

2. 新株予約権の総数 

500個を上限とする。 

3. 新株予約権の発行価額 

無償で発行する。 

4. 各新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、各新株予約権の行使により発行または移転する株式１株当たりの払込金額

（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とする。 

行使価額は、発行日の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く。）のジャスダック証券取引所における当

社普通株式の普通取引の終値（以下、「終値」という。）の平均値に1.05を乗じた金額 (１円未満の端数は切り上げ)、また

は発行日の終値（当日に終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値）のいずれか高い金額とする。 

なお、発行日以降、以下の事由が生じた場合は、行使価額をそれぞれ調整する。 

① 当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未

満の端数は、これを切り上げる。 

  

② 当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合（単元未満株式売渡請

求権及び新株予約権の行使の場合を除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端

数は、これを切り上げる。 

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式数の総数を控

除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるも

のする。 

③ 当社が資本減少、合併または会社分割を行なう場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とするやむ

を得ない事由が生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で行使価額を調

整するものとする。 

5. 新株予約権の行使可能期間 

平成19年11月30日から平成22年11月28日まで 

6. その他の新株予約権の行使の条件 

① 各新株予約権の一部行使はできないこととする。 

② その他の行使条件については、当社第７期定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき定めるものとする。 

7. 新株予約権の消却事由及び消却の条件 

当社は、いつでも、当社が取得し保有する未行使の新株予約権を、無償にて消却することができるものとする。 

8. 新株予約権の譲渡制限 

新株予約権を譲渡するときは当社取締役会の承認を要するものとする。 

  

２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】 普通株式 

イ 【定時総会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

ロ 【子会社からの買受けの状況】 

該当事項はありません。 

ハ 【取締役会決議による買受けの状況】 

平成17年11月29日現在

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1 

分割・併合の比率 

        既発行 

株式数 
＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込

金額 

調整後 

行使価額
＝ 
調整前 

行使価額
× 

時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



（注）平成16年11月29日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、商法第211条ノ3第1項第2号の規定によ

り、取締役会の決議をもって自己株式を買受けることができる」旨を定款に定めております。 

  

ニ 【取得自己株式の処理状況】 

該当事項はありません。 

ホ 【自己株式の保有状況】 

平成17年11月29日現在

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会での決議状況 

(平成17年8月22日決議) 
1,000 250,000,000 

前決議期間における取得自己株式 500 137,707,000 

残存決議株式数及び価額の総額 500 112,293,000 

未行使割合(％) 50.0 44.9 

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 500 



３ 【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題と認識しております。今後の利益配分につきましては、既存のディストリ

ビューション事業の拡大や新規事業への積極的な投資と財務体質の強化のため、内部留保を確保しつつ配当性向を勘案し業績

に応じた配当を継続することを基本方針としております。内部留保金につきましては、インディーズ音楽コンテンツのデータ

ベース拡大やネット配信ビジネス等への投資に活用してまいります。 

なお、当期の期末配当金につきましては、従来からの配当性向15％を目処として、上場記念配当500円を加え1株当たり配当

金は2,000円となりました。この結果、当期中に実施しました株式分割（無償交付）3分割及び2分割を含めると大幅な増配とな

りました。また、当期には自己株式を250百万円で1,000株取得する旨の取締役会決議をおこない、平成17年9月1日から平成17

年9月20日までに137百万円で500株取得しております。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 1.最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるもので第7期は（ ）表示をしており、平成16年12月

13日以降はジャスダック証券取引所における株価を記載しております。 

また、当社株式は平成16年11月16日付で日本証券業協会に店頭登録しておりますので、それ以前については該当ありま

せん。なお、当社株式は、平成16年12月13日付で日本証券業協会への株式の店頭登録を取消し、株式会社ジャスダック証

券取引所に株式を上場しております。 

2.□印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 1.最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所における株価を記載しております。 

2.□印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 

決算年月 平成13年８月 平成14年８月 平成15年８月 平成16年８月 平成17年８月 

最高(円) ― ― ― ―
(849,000)
1,200,000 
□440,000 

最低(円) ― ― ― ―
(372,000)
680,000 
□226,000 

月別 平成17年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高(円) 806,000 
872,000 
□390,000 

408,000 350,000 342,000 320,000

最低(円) 640,000 
652,000 
□353,000 

301,000 302,000 302,000 226,000



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株) 

代表取締役 
社長   木 村 裕 治 昭和39年11月26日生

昭和61年５月 株式会社アイ・エム・エス レコー
ド関連事業部長 

12,722

平成４年９月 株式会社エス・アイ・ピー RS事業
部営業部長 

平成５年９月 日本レコードセンター株式会社 企
画開発部 マーケット情報サービス
センターシステムサービス部長 

平成８年10月 株式会社ダイキ 専務取締役総括本
部長 

平成11年６月 当社代表取締役社長就任(現任) 
平成13年３月 ㈱ウイング・ビーチ 代表取締役就

任（現任） 

代表取締役 
副社長 

経営戦略室 
担当 田 中 暁 啓 昭和42年９月29日生

平成２年４月 株式会社アイ・エム・エス 経営企
画室 

120

平成５年９月 日本レコードセンター株式会社 企
画開発部 

平成９年５月 株式会社メディアカイト 管理部 
平成11年６月 当社監査役就任
平成12年11月 取締役管理部長
平成16年11月 代表取締役副社長管理部管掌 
平成17年９月 代表取締役副社長経営戦略室担当

（現任） 

常務取締役 財務部長 嵯 峨 芳 春 昭和22年３月３日生

昭和44年４月 株式会社葵企画センター 放送部制
作課入社 

36

昭和53年11月 ワーナー・パイオニア株式会社 
邦楽部制作課入社 

昭和56年５月 レーザーディスク株式会社 制作部
入社 

昭和60年１月 株式会社創美企画(現パイオニア株式
会社宣伝部)入社 第二営業部長 

平成４年９月 株式会社フォーライフレコード入社 
映像部長、法務部長、A＆R管理部長 

平成13年４月 株式会社ディスカス 法務部長 
平成13年10月 当社入社
平成14年６月 財務部長
平成14年11月 取締役財務部長
平成14年11月 株式会社 ディスカス 代表取締役

社長(現任) 
平成17年10月 常務取締役財務部長（現任） 

取締役 管理部長 奥 薗 慶 久 昭和19年12月13日生

昭和43年３月 鉱研工業株式会社 入社

36

平成13年１月 同社経理部長
平成14年６月 当社入社
平成14年６月 当社内部監査室室長
平成14年11月 取締役内部監査室長
平成15年４月 取締役経理部長
平成15年５月 株式会社ゼロット 監査役就任(現

任) 
平成17年３月 取締役経理部長兼管理部長
平成17年９月 取締役管理部長（現任）

取締役 第二事業部長兼
企画部長 吉 成 淳 一 昭和44年１月18日生

平成12年４月 ㈱メディアファクトリー流通企画部 

60

平成12年９月 ㈱ディスカス取締役(現任)
平成14年５月 当社企画部長
平成15年５月 ㈱ゼロット取締役
平成16年11月 取締役企画部長
平成17年９月 取締役第二事業部長兼企画部長（現

任） 

取締役 第一事業部長 福 田 和 久 昭和22年10月5日生

平成14年６月 ビクターエンタテインメント㈱海外
営業部長兼JVC Music H.K.代表取締
役 

―

平成15年５月 ビクターミュージカルトレーディン
グ㈱ 代表取締役 

平成16年９月 ビクターエンタテインメント㈱商品
管理部長 

平成17年８月 当社営業部副部長
平成17年９月 当社第一事業部副部長
平成17年11月 当社取締役第一事業部長(現任) 



  

(注)1. 監査役 中澄 寛、栗田 雅道及び岩崎 晃の3氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第18条第１項」

に定める社外監査役であります。 

2. 平成15年4月9日付法務省民商第1079号で認められた補欠監査役制度について、平成17年11月29日開催の定時株主総会で補

欠監査役制度設置についての定款変更が承認可決され、同総会において補欠監査役1名を選任されております。 

なお、補欠監査役の略歴は以下のとおりであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株) 

常勤監査役   中 澄   寛 昭和32年３月20日生

平成10年２月 株式会社ポッカクリエイト 社長室

長 兼総務部長 
―平成12年11月 当社監査役就任(現任)

平成12年11月 株式会社ディスカス監査役就任(現

任) 

監査役   栗 田 雅 道 昭和22年11月17日生

平成２年１月 株式会社プラザクリエイト 入社 

―

平成８年９月 株式会社イーストワークエンタテイ

メント 入社 
平成９年11月 同社常務取締役

平成11年11月 同社取締役副社長(現任)

平成14年11月 当社監査役就任(現任)

監査役   岩 崎   晃 昭和37年７月28日生

平成元年11月 司法試験合格

―

平成４年４月 検事任官

平成９年４月 第一東京弁護士会弁護士登録（現

任） 
平成17年11月 当社監査役就任（現任）

計 7,812

氏名 生年月日 略歴
所有株式数 
(株) 

野 崎 英 一 昭和14年12月17日生 

平成３年５月 ㈱富士銀行検査部副部長

― 
平成11年４月 鉱研工業㈱取締役副社長

平成16年９月 ㈱ダイナシティ常務取締役マーケッティン

グ本部長 
平成17年11月 当社新規プロジェクト推進チーム（現任） 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  
コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 
当社は、「音楽をキーワードにした新しいマーケットの創造をとおして社会に貢献する」という経営理念を実現するため、法

令遵守体制の確立と経営の効率化をおこなうことを経営上最も重要な課題の一つと考えております。このため、継続した企業価

値の最大化及び規則・制度の強化・改善を図りながら、必要な施策を実施・評価してまいります。 
また、経営の透明性を高めるために、迅速及び正確な情報開示に努めてまいります。 
  

（1）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 
①取締役、取締役会 
当社は監査役制度を採用しており、取締役会と監査役会により、業務執行の監督及び監視をおこなっております。現行経営

体制は、代表取締役2名と取締役4名であります。当期における取締役会は月一回の開催に加え臨時取締役会を適時開催してお

ります。 
また、どのような経営環境にも迅速に対応できるように、取締役会の運営を図ると同時に、経営に対する責任を明確にする

ため、社外取締役制度に代わり、平成14年11月より取締役の任期を1年とし、毎年株主の皆様に信任のご判断をお願いしており

ます。 
また平成16年11月29日開催の定時株主総会で経営陣の強化を図るため取締役1名の増員を行い、また業務執行をより明確に

するため「副社長」の役位を新たに設け、株主総会後に、代表取締役社長及び代表取締役副社長の2代表制といたしました。 
  

②監査役、監査役会 
当社の監査役は3名で、常勤1名（社外監査役）、非常勤2名（社外監査役）の構成からなる監査役を置き、当期においては

監査役会は17回開催され監査役は全ての取締役会及び重要な会議には随時出席し、各取締役の職務執行について厳正な監査を

実施しています。 

また、内部監査部門と会計監査人は、必要に応じ意見交換をおこなうなど法的統制の実効性の向上を目指しております。 
  

③会計監査 
当社は、商法に基づく会計監査人及び証券取引法に基づく会計監査人を中央青山監査法人に依頼しております。中央青山監

査法人及び当社監査に従事する業務執行役員と当社の間には、特別の利害関係はなく、また、同監査法人はすでに自主的に業

務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与しないことの確認をとっております。当社は同監査法人との間

で、商法監査と証券取引法監査について、監査契約を締結し、それに基づき報酬を支払っております。 
当期において業務執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成は下記のとおりです。 

業務を執行した公認会計士の氏名 
  指定社員 業務執行社員 安 義利、永澤 宏一 
会計監査業務に係る補助者の構成 
  公認会計士 3名、会計士補 9名、その他 2名 

  
④役員報酬等及び監査報酬等 
当期における役員報酬等及び監査報酬等の内容は以下のとおりであります。 
役員報酬等の内容 
取締役及び監査役に支払った報酬 
取締役 7名 82,500千円 
監査役 3名  5,599千円 

使用人兼務取締役に対する使用人給与等相当額 

       22,900千円（賞与を含む） 

利益処分による取締役賞与金相当額 

          －千円 

監査報酬等の内容 
当社の会計監査人中央青山監査法人に対する報酬 
公認会計士法（昭和23年法律第103号）第2条第1項に規定する業務に基づく監査証明に係る報酬の金額 11,000千円 
上記の他に上場支援報酬として別途4,500千円があります。 



〈内部統制及びリスク管理体制の整備・運用状況〉 
当社では、コンプライアンスの徹底を図ることが最重要課題との認識をもち、実践するために、内部統制として、社長

直轄の内部監査室を設置しております。 
内部監査室は日常の業務執行について、規程、規則に沿った手続きの妥当性を評価し、業務等の改善に向け、具体的な

助言・指導等をおこなっております。 
さらに、事業活動全般にわたり生じるさまざまなリスクは、それぞれ特性をもった2つの法律事務所と契約を結び、当社

法務担当役員について、随時法律顧問として法律問題全般にわたりアドバイスを適時受けられる体制を設けております。 
  
当社のコーポレート・ガバナンス、内部統制及びコンプライアンス対応の組織体制は下表のとおりです。 

 
〈内部管理体制の整備・運用状況〉 
内部統制組織、組織上の業務部門及び管理部門の配置状況、社内規程の整備状況その他内部管理体制の整備の状況 

当社は、内部統制及びコンプライアンス遵守のための組織体制の強化を図っております。 
その内容、管理組織図は内部統制及びリスク管理体制の整備・運用状況に記載のとおりであります。また、内部統制

が組織として機能していることの検証を、代表取締役社長直轄の「内部監査室」が各部署等の業務を内部監査しており

ます。なお、内部統制に係る業務指針となる社内規程については、関係法令の改正にあわせ随時加筆修正をおこなって

おります。 
内部管理体制の充実に向けた最近1年間（最近事業年度の末日からさかのぼって1ヵ年）における取り組み状況 

内部監査室が年度スケジュールにしたがって各部署の内部監査を実施し、法令順守及び内部規程等の指導を継続的

に行っております。 
事業活動に伴う様々なリスクについて、毎月実施される取締役会及び幹部社員で構成される幹部会に報告され、リ

スク情報等の共有により内部管理体制の強化を図っております。 
適時情報開示 

当社は、適時開示制度の趣旨を理解し、経営の透明性を確保するため、迅速な情報開示に努めてまいります。 
また、決算発表及び四半期開示事項等の法定開示事項はもとより、ニュースリリースなど発生事実についても迅速に

ホームページで掲載できる体制の確立を図っております。 
株主様向けに年2回の事業報告書を発行してまいります。また、四半期ごとに会社説明会を開催しIR活動を積極的に

おこなってまいります。 
  

⑤会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係 

該当事項はありません。 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表並びに財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結財務

諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日 内閣府令第

5号）附則第2項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則を適用しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規

則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日 内閣府令第

5号）附則第2項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成15年９月１日から平成16年８月31日まで)及び前事業年度

(平成15年９月１日から平成16年８月31日まで)並びに当連結会計年度(平成16年９月１日から平成17年８月31日まで)及び当事業年

度(平成16年９月１日から平成17年８月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、中央青山監査法人により監査を受けてお

ります。 

  

  

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成16年８月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  1,093,471 1,409,834  

２ 受取手形及び売掛金  927,246 1,258,394  

３ たな卸資産  277,327 514,741  

４ 繰延税金資産  14,712 19,816  

５ その他  42,714 54,383  

貸倒引当金  △3,403 △4,501  

流動資産合計  2,352,069 90.1 3,252,667 85.5

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物 17,306 17,652    

減価償却累計額 3,479 13,827 5,581 12,071  

(2) 器具及び備品 89,212 89,640    

減価償却累計額 34,848 54,363 47,659 41,980  

 有形固定資産合計  68,191 2.6 54,052 1.4

２ 無形固定資産  101,977 3.9 87,102 2.3

３ 投資その他の資産     

(1) 長期貸付金  29,450 ―  

(2) 繰延税金資産  15,500 3,527  

(3) 長期前払費用  31,347 361,658  

(4) その他 ※２  45,121 51,814  

貸倒引当金  △33,335 △6,317  

 投資その他の資産合計  88,084 3.4 410,682 10.8

固定資産合計  258,252 9.9 551,837 14.5

資産合計  2,610,322 100.0 3,804,504 100.0

      



  

  

  
前連結会計年度
(平成16年８月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形及び買掛金  743,062 1,098,831 

２ 短期借入金  230,000 517,200 

３ 一年内返済予定長期借入金  80,600 80,600 

４ 未払費用  111,310 178,535 

５ 未払法人税等  104,161 160,137 

６ 賞与引当金  5,883 ― 

７ 返品調整引当金  15,387 15,932 

８ その他  32,380 16,910 

流動負債合計  1,322,786 50.7 2,068,147 54.3

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金  248,600 168,000 

２ 退職給付引当金  4,980 5,672 

固定負債合計  253,580 9.7 173,672 4.6

負債合計  1,576,366 60.4 2,241,819 58.9

(少数株主持分)    

少数株主持分  3,179 0.1 6,461 0.2

(資本の部)    

Ⅰ 資本金 ※１  604,764 23.2 719,514 18.9

Ⅱ 資本剰余金  142,500 5.4 322,275 8.5

Ⅲ 利益剰余金  283,511 10.9 514,433 13.5

資本合計  1,030,776 39.5 1,556,223 40.9

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

 2,610,322 100.0 3,804,504 100.0

     



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  4,357,425 100.0 5,553,377 100.0

Ⅱ 売上原価  3,126,419 71.7 3,946,567 71.1

売上総利益  1,231,005 28.3 1,606,810 28.9

返品調整引当金繰入額  6,657 0.2 544 0.0

差引売上総利益  1,224,347 28.1 1,606,265 28.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  944,528 21.7 1,111,567 20.0

営業利益  279,819 6.4 494,698 8.9

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 259 311    

２ 業務受託料 6,000 6,000    

３ その他 159 6,419 0.2 539 6,851 0.1

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 9,587 11,419    

２ 新株発行費 ― 15,840    

３ 上場関連費用 ― 16,929    

４ その他 ― 9,587 0.2 304 44,494 0.8

経常利益  276,650 6.4 457,054 8.2

Ⅵ 特別利益     

 １ 賞与引当金戻入益 1,203 1,203 0.0 ― ― 0.0

税金等調整前当期純利益  277,854 6.4 457,054 8.2

法人税、住民税 
及び事業税 

158,480 193,195    

法人税等調整額 △4,402 154,077 3.6 6,869 200,064 3.6

少数株主利益  499 0.0 3,281 0.0

当期純利益  123,277 2.8 253,709 4.6

       



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 142,500 142,500

Ⅱ 資本剰余金増加額  

１ 増資による新株式の発行 ― ― 179,775 179,775

Ⅲ 資本剰余金期末残高 142,500 322,275

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 178,463 283,511

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１ 当期純利益 123,277 123,277 253,709 253,709

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１ 配当金 18,229 18,229 22,786 22,786

Ⅳ 利益剰余金期末残高 283,511 514,433



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１ 税金等調整前当期純利益  277,854 457,054 

２ 減価償却費  70,670 89,865 

５ 貸倒引当金の増加額又は減少額(△)  2,691 1,098 

６ 賞与引当金の増加額又は減少額(△)  △7,016 △5,883 

７ 返品調整引当金の増加額  6,657 544 

８ 退職給付引当金の増加額  2,046 692 

９ 受取利息  △259 △311 

10 支払利息  9,587 11,419 

11 売上債権の増加額(△)又は減少額  △76,964 △331,147 

12 たな卸資産の増加額(△)  △118,925 △237,413 

13 仕入債務の増加額又は減少額(△)  109,458 383,325 

14 その他  22,372 21,149 

小計  298,173 390,394 

15 利息の受取額  329 311 

16 利息の支払額  △10,021 △11,660 

17 法人税等の支払額  △112,907 △137,219 

営業活動によるキャッシュ・フロー  175,574 241,825 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１ 定期預金の預入による支出  △800,473 ― 

２ 定期預金の払出による収入  670,398 150,250 

３ 有形固定資産の取得による支出  △36,264 △11,842 

４ 有形固定資産の売却による収入  ― 2,196 

５ 無形固定資産の取得による支出  △49,206 △18,232 

６ 関係会社株式の取得による支出  ― △3,000 

７ 有価証券の売却による収入  ― 49 

８ 長期前払費用の支払額  ― △371,714 

９ その他の投資の回収による収入  ― 4,816 

10 その他の投資による支出  △31,081 △6,076 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △246,626 △253,550 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１ 短期借入金の純増額又は純減額(△)  △109,000 287,200 

２ 長期借入による収入  310,000 ― 

３ 長期借入金の返済による支出  △71,150 △80,600 

４ 株式の発行による収入  ― 294,525 

５ 配当金の支払額  △18,229 △22,786 

財務活動によるキャッシュ・フロー  111,620 478,338 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額  40,568 466,613 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  252,429 292,998 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  292,998 759,611 

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項  すべての子会社を連結しておりま

す。 

連結子会社の数       ２社 

連結子会社の名称 

㈱ディスカス、㈱ゼロット 

 すべての子会社を連結しておりま

す。 

連結子会社の数       ３社 

連結子会社の名称 

㈱ディスカス、㈱ゼロット、㈱e-

music 

なお、当連結会計年度に簡易分割に

より設立した㈱e-musicを、連結の範

囲に含めております。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

 非連結子会社及び関連会社がないた

め、該当ありません。 

全ての関連会社に対する投資につい

て、持分法を適用しています。 

持分法適用の関連会社数 1社 

持分法適用の関連会社名 

エフアンドエス㈱ 

 なお、エフアンドエス㈱について

は、当連結会計年度末に同社株式を取

得し、関連会社となったため、持分法

の範囲に含めております。 

３ 連結子会社の決算日等に

関する事項 

 連結子会社の事業年度の末日は、連

結決算日と一致しております。 

同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

― 

  ② たな卸資産 

商品 

 移動平均法による原価法 

① たな卸資産 

商品 

同左 

  製品・仕掛品 

 移動平均法による原価法 

製品・仕掛品 

同左 

  貯蔵品 

 最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

① 有形固定資産 

 定率法によっております。 

 なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。ただし、器具及び備品に含ま

れている貸与資産については定額

法によっております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

 ソフトウェア(自社利用分)につ

いては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法によって

おります。 

② 無形固定資産 

同左 

  ③ 長期前払費用 

 均等償却によっております。 

③ 長期前払費用 

同左 

  ― (3)重要な繰延資産の処理方法 

① 新株発行費 

支出時に全額費用として処理して

おります。 

② 創立費 

支出時に全額費用として処理して

おります。 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に充

てるため、支給見込額に基づき当

連結会計年度に見合う分を計上し

ております。 

― 

  ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付の見込額に基づき当連結会

計年度末に発生していると認めら

れる額を計上しております。 

② 退職給付引当金 

同左 

  ④ 返品調整引当金 

 レコード等の返品による損失に

備えるため、返品予想額に基づく

返品損失見積額を計上しておりま

す。 

③ 返品調整引当金 

同左 

  (4) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (5) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

  消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(5) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。 

同左 

６ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について、連結会計年度中に確

定した利益処分に基づいて作成してお

ります。 

同左 

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資からなって

おります。 

同左 



(表示方法の変更) 

  

  

(追加情報) 

  

前連結会計年度
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当連結会計年度
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

(連結貸借対照表) 

１ 当連結会計年度から、「前渡金」(当連結会計年度

27,556千円)は、金額が僅少となったため、流動資産

「その他」に含めて表示しております。 

― 

前連結会計年度
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当連結会計年度
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

― 従来、従業員に対する賞与の支払に充てるため、支給

見込額に基づき連結会計年度に見合う額を計上しており

ましたが、平成17年8月25日付けの給与・退職金規程の

改定により平成17年9月1日より年俸制へ全面移行したた

め、賞与引当金を計上しておりません。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

(連結損益計算書関係) 

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

前連結会計年度
(平成16年８月31日) 

当連結会計年度
(平成17年８月31日) 

※１ 当社の発行済株式総数は、普通株式4,143株であ

ります。 

※１ 当社の発行済株式総数は、普通株式27,858株であ

ります。 

２ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行５行と当座貸越契約を締結しております。 

   当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借

入金未実行残高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額の総額 2,150,000千円

貸出実行残高 200,000 

差引額 1,950,000千円

※２ 投資その他の資産のその他には、関連会社株式

3,000千円が含まれております。 

  

   ３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行５行と当座貸越契約を締結しております。 

   当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借

入金未実行残高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額の総額 2,150,000千円

貸出実行残高 500,000 

差引額 1,650,000千円

前連結会計年度
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当連結会計年度
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

物流費 212,942千円

広告宣伝費 110,628 

給与手当 193,236 

賞与引当金繰入額 5,883 

退職給付費用 2,714 

減価償却費 52,136 

貸倒引当金繰入額 4,885 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

物流費 282,014千円

広告宣伝費 92,868 

給与手当 236,107 

退職給付費用 2,962 

減価償却費 56,224 

貸倒引当金繰入額 4,448 

前連結会計年度
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当連結会計年度
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

(平成16年８月31日現在) 

現金及び預金勘定 1,093,471千円

有価証券 49 

計 1,093,521 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △800,473 

有価証券 △49 

現金及び現金同等物 292,998千円

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

(平成17年８月31日現在) 

  

現金及び預金勘定 1,409,834千円

計 1,409,834 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △650,222 

現金及び現金同等物 759,611千円



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当連結会計年度
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却累
計額相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

建物 6,969 2,439 4,530

器具及び備品 167,436 54,680 112,756

車輌 12,033 5,739 6,293

ソフトウェア 58,712 40,396 18,316

合計 245,152 103,255 141,896

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却累
計額相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

建物 6,969 3,833 3,136 

器具及び備品 159,042 79,325 79,717 

車輌 12,033 7,817 4,215 

ソフトウェア 24,298 15,793 8,504 

合計 202,343 106,769 95,573 

    

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 46,411千円

１年超 104,420千円

合計 150,832千円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 41,729千円

１年超 62,509千円

合計 104,239千円

    

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 49,793千円

減価償却費相当額 44,499千円

支払利息相当額 8,189千円

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 53,052千円

減価償却費相当額 46,322千円

支払利息相当額 6,426千円

    

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

    

５ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前連結会計年度末(平成16年８月31日現在) 

１ 時価のない主な有価証券の内容 

  

  

当連結会計年度末(平成17年８月31日現在) 

１ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

（注）当連結会計年度は、売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成15年９月１日 至 平成16年８月31日) 

当社グループはデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日) 

当社グループはデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

区分 連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券  

割引金融債 49

合計 49

売却額（千円） 売却益の合計（千円） 売却損の合計（千円） 

― ― ― 



(退職給付関係) 

  

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、退職金規程に基づく退職一時金制度を採用しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

  

  

３ 退職給付費用に関する事項 

  

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

  

項目 
前連結会計年度
(平成16年８月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年８月31日) 

退職給付債務 4,980千円 5,672千円

退職給付引当金 4,980千円 5,672千円

項目 
前連結会計年度

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

退職給付費用 2,714千円 2,962千円

勤務費用 2,714千円 2,962千円

項目 
前連結会計年度
(平成16年８月31日) 

当連結会計年度 
(平成17年８月31日) 

簡便法による退職給付債務の

計算方法 

期末自己都合要支給額を退職給付債務

とする方法 

同左 



(税効果会計関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成16年８月31日) 

当連結会計年度
(平成17年８月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

(繰延税金資産)  

貸倒引当金損金算入限度超過額 13,406千円

未払事業税 8,486  

退職給付引当金損金算入限度
超過額 

2,026  

賞与引当金損金算入限度超過額 2,393  

返品調整引当金算入限度超過額 3,972  

繰越欠損金 23,956  

その他 2,832  

繰延税金資産小計 57,073  

評価性引当額 △26,860  

(繰延税金負債)    

繰延税金負債合計 ―  

繰延税金資産の純額 30,213  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

(繰延税金資産)  

貸倒引当金損金算入限度超過額 912千円

未払事業税 13,631  

退職給付引当金損金算入限度
超過額 

2,313  

返品調整引当金算入限度超過額 4,095  

繰越欠損金 28,974  

その他 4,477  

繰延税金資産小計 54,405  

評価性引当額 △31,061  

(繰延税金負債)    

繰延税金負債合計 ―  

繰延税金資産の純額 23,343  

    

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 42.0％ 

(調整)    

交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

6.4  

留保金課税 2.5  

住民税均等割額 0.3  

連結子会社当期欠損金 5.8  

評価性引当額の増加 △1.1  

その他 △0.4  

税効果適用後の法人税等の負担率 55.5  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

  

法定実効税率 40.7％ 

(調整)    

交際費等永久に損金に
算入されない項目 

2.1  

住民税均等割額 0.6  

連結子会社当期欠損金 1.7  

評価性引当額の増加 0.3  

その他 △1.6  

税効果適用後の法人税等の負担率 43.8  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成15年９月１日 至 平成16年８月31日) 

  

(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な事業内容 

(1) ディストリビューション事業…CD等の卸売販売 

(2) データサービス事業……………実売データ等の情報提供 

(3) レーベル事業……………………インディーズCDの企画、制作、販売 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(283,625千円)の主なものは、親会社本社の総務部門等

管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(1,231,348千円)の主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び預

金)、及び共通部門に係る資産等であります。 

５ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却費が含まれております。 

  

  

ディストリ 
ビューション 
事業 
(千円) 

データ
サービス 
事業 
(千円) 

レーベル
事業 
(千円) 

計(千円)
消去 
又は全社 
(千円) 

連結(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

3,366,645 434,678 556,101 4,357,425 ― 4,357,425

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

113,649 ― ― 113,649 (113,649) ―

計 3,480,295 434,678 556,101 4,471,074 (113,649) 4,357,425

営業費用 3,114,182 260,344 532,126 3,906,652 170,952 4,077,605

営業利益 366,113 174,334 23,974 564,422 (284,602) 279,819

Ⅱ 資産、減価償却費 
資本的支出 

    

資産 990,525 205,355 183,092 1,378,973 1,231,348 2,610,322

減価償却費 14,098 17,237 14,726 46,062 24,607 70,670

資本的支出 4,200 85,114 8,716 98,030 4,174 102,204



当連結会計年度(自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日) 

  

(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な事業内容 

(1) ディストリビューション事業…CD等の卸売販売 

(2) データサービス事業……………実売データ等の情報提供、音楽配信、店頭楽曲配信端末の販売 

(3) レーベル事業……………………インディーズCDの企画、制作、販売 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(295,968千円)の主なものは、親会社本社の総務部門等

管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(1,520,452千円)の主なものは、親会社での余資運用資金(現金及び預

金)、及び共通部門に係る資産等であります。 

５ 減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却費が含まれております。 

  

  

ディストリ 
ビューション 
事業 
(千円) 

データ
サービス 
事業 
(千円) 

レーベル
事業 
(千円) 

計(千円)
消去 
又は全社 
(千円) 

連結(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益     

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

3,791,953 762,029 999,394 5,553,377 ― 5,553,377

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

149,857 ― ― 149,857 (149,857) ―

計 3,941,811 762,029 999,394 5,703,235 (149,857) 5,553,377

営業費用 3,616,942 371,262 936,836 4,925,042 133,637 5,058,679

営業利益 324,869 390,766 62,557 778,193 (283,494) 494,698

Ⅱ 資産、減価償却費 
資本的支出 

    

資産 1,774,111 362,960 146,979 2,284,052 1,520,452 3,804,504

減価償却費 55,852 11,568 8,116 75,536 14,329 89,865

資本的支出 332,331 52,025 658 385,015 7,100 392,115



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成15年9月1日 至 平成16年8月31日） 

在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（自 平成16年9月1日 至 平成17年8月31日） 

在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成15年9月1日 至 平成16年8月31日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成16年9月1日 至 平成17年8月31日） 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成15年９月１日 至 平成16年８月31日） 

当連結会計年度において、関係当事者との取引はないため記載は行っておりません。 

  

当連結会計年度（自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日） 

役員及び個人主要株主等 

（注）1.上記金額のうち消費税等は含まれていません。 
2.取引条件及び取引条件の決定方法 
器具及び備品の売却価額は売却時の帳簿価額で行なっております。 

  

属性 氏名 住所 
資本金 
(千円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(%）

関係内容
取引の
内容 

取引金額
（千円）

科目 期末残高
役員の
兼任等

事業上
の関係

役員 木村裕治 ― ― 
当社代表 
取締役社長 

45.66 ― ―
器具及び
備品の売
却(注2) 

2,196 ― ― 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

１株当たり純資産額 248,799円45銭 55,862円72銭

１株当たり当期純利益 29,755円51銭 14,035円69銭

   なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、新株引受権

の残高がありますが、当社は、非上

場・非登録であるため、期中平均株

価の算定が困難なため、記載してお

りません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため、記載しておりませ

ん。 

  

（追加情報） 

 平成16年8月31日現在の株主名簿
に記載された株主の所有株式数を、
平成16年9月30日付けをもって1株に
つき3株の割合で分割いたしまし
た。また、平成17年2月28日現在の
株主名簿及び実質名簿に記載又は記
録された株主の所有株式数を、平成
17年4月20日付けをもって1株につき
2株の割合で分割いたしました。 
 当該株式分割が、前期首に行なわ
れたと仮定した場合の1株当たり情
報は以下のとおりであります。 
①1株当たり純資産額 
前連結会計年度 41,466円58銭 
②1株当たり当期純利益 
前連結会計年度  4,959円25銭 

なお、潜在株式調整後1株当たり当

期純利益については、新株引受権の

残高がありますが、当社は、非上

場・非登録であり、期中平均株価の

算定が困難なため、記載しておりま

せん。 

項目
前連結会計年度

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

連結損益計算書上の当期純利益 (千円) 123,277 253,709

普通株式に係る当期純利益 (千円) 123,277 253,709

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数 (株) 4,143 18,076

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株

式の概要 

新株引受権１種類(新株

引受権の目的となる株式

の数136株) 

詳細については「第４ 

提出会社の状況 １ 株

式等の状況 (2)新株予

約権等の状況」に記載の

とおりであります。 

― 



(重要な後発事象) 

  

前連結会計年度
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当連結会計年度
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

1. 当社は、平成16年７月21日開催の取締役会において
株式分割（無償交付）による新株式の発行を行う旨の
決議をしております。 
その概要は次のとおりであります。 
１ 平成16年９月30日付をもって普通株式１株を３株
に分割しております。 

(1) 分割により増加する株式数 
普通株式   8,286株 

(2) 分割方法 
平成16年８月31日現在の株主名簿に記載された
株主の所有権を１株につき３株の割合をもって分
割しております。 

２ 配当起算日 
平成16年９月１日 
当該株式分割が当期首に行われたと仮定した場合
の当連結会計年度における１株当たり情報は、以下
のとおりであります。 
１株当たり純資産 82,933円15銭 
１株当たり当期純利益 9,918円50銭 

1. 平成17年8月22日開催の取締役会において、商法
211条ノ3第1項第2号の規定に基づき、自己株式の
買付を行うことを決議しております。 

 (1)買付する株式の種類  普通株式 
(2)買付する株式の総数  1,000株（上限） 
(3)株式の買付価額の総額 250,000千円（上限） 
(4)自己株式買付の日程  平成17年8月22日～ 

平成17年9月20日 
なお、当該取締役会決議に基づく買付は、平成
17年9月1日から行われており、買付状況は以下の
とおりであります。 

 (1)取得株式数      500株 
 (2)買付総数       137,707千円 

  

2. 当社は、平成16年11月16日に日本証券業協会に店頭
売買有価証券として株式を登録いたしました。登録に
際して、平成16年10月15日及び平成16年10月26日開催
の取締役会決議に基づき、平成16年11月15日を払込期
日とする有償一般募集増資（ブックビルディング方
式）により、新株式を次のとおり発行いたしました。 

  この結果、資本金は719,514千円、発行済株式総数
は13,929株となりました。 
(1) 発行新株式数 普通株式 1,500株 
(2) 発行価格 210,000円 
(3) 引受価額 196,350円 
(4) 発行価額 153,000円 
(5) 資本組入額 76,500円 
(6) 払込金総額 294,525千円 
(7) 新株の配当起算日 平成16年９月１日 
(8) 資金の使途   
  手取金については、店頭試聴機等の設備投資資金

に充当する予定であります。 

2. 平成17年10月31日開催の取締役会において、第１

回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換社債

型新株予約権付社債間限定同順位特約付）の発行

を決議し、下記のとおり発行いたしました。 

銘柄 

第１回無担保転換社債型新株予

約権付社債(転換社債型新株予約

権付社債間限定同順位特約付) 

記名・無記名の別 無記名式 

券面総額又は振替

社債の総額 
金1,500,000,000円 

各社債の金額 金100,000,000円の１種 

発行価額の総額 金1,500,000,000円 

発行価格 

額面100円につき金100円 

ただし、本新株予約権は無償に

て発行するものとする。 

利率 本社債には利息を付さない。 

償還期限 平成19年11月16日(金) 

償還の方法   

１ 償還金額 

額面100円につき金100円 

ただし、繰上償還の場合は本欄第２項第(1)号乃

至第(3)号に定める価額による。 

２ 償還の方法 

(1) 当社は、当社が株式交換または株式移転により

他の会社の完全子会社となることを当社の株主

総会で決議した場合、本新株予約権付社債の社

債権者に対して、償還日から30日以上60日以内

の事前通知を行った上で、当該株式交換または

株式移転の効力発生日以前に、残存する本社債

の全部(一部は不可)を額面100円につき金100円

で繰上償還する。 

(2) 当社は、本新株予約権付社債の発行後、その選

択により、本新株予約権付社債の社債権者に対

して、償還すべき日の２週間前に通知を行った

上で、残存する本社債の全部(一部は不可)を額

面100円につき金100円で繰上償還することがで

きる。 

(3) 本新株予約権付社債の社債権者は、本新株予約

権付社債の発行後、その選択により、当社に対

して償還すべき日の２週間前に通知を行い、か

つ当社 



  

  

前連結会計年度
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当連結会計年度
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

  

  

(新株予約権付社債に関する事項)  

新株予約権の目的となる株式の種類 
当社普通株式 
新株予約権の目的となる株式の数 
本新株予約権の行使請求により当社が当社普通株

式を新たに発行またはこれに代えて当社の有する当

社普通株式を移転する数は、行使請求に係る本社債

の発行価額の総額1,500百万円(ただし、同欄第３項

または第４項によって修正または調整された場合は

修正後または調整後の転換価額)で除した数とする。

ただし、行使により生じる１株の100分の１未満の端

数はこれを切り捨て、現金による調整は行わない。

本新株予約権の行使により端株が発生する場合に 

の定める請求書に繰上償還を請求しようとする社

債を表示し、請求の年月日等を記載してこれに記

名捺印した上、繰上償還を請求しようとする本新

株予約権付社債券を添えて償還金支払場所に提出

することにより、その保有する本社債の全部また

は一部を額面100円につき金100円で繰上償還する

ことを、当社に対して請求する権利を有する。 

(4) 本社債の買入消却は、発行日の翌日以降いつでも

これを行うことができる。ただし、本新株予約権

のみを消却することはできない。本社債の買入消

却の場合、当社は取得した本新株予約権につき、

その権利を放棄するものとする。 

募集の方法 その他の者に対する割当の方法に

よる 

申込期日 平成17年11月16日(水) 

払込期日 平成17年11月16日(水) 

担保 本新株予約権付社債には物上担保

ならびに保証は付されておらず、

また本新株予約権付社債のために

特に留保されている資産はない。 

財務上の特約(担保提供制限) 

当社は、本社債の未償還残高が存する限り、本新株

予約権付社債発行後、当社が国内で今後発行する他の

転換社債型新株予約権付社債に担保権を設定する場合

には、本新株予約権付社債のためにも担保附社債信託

法に基づき、同順位の担保権を設定する。なお、転換

社債型新株予約権付社債とは、商法第341条ノ２に定

められた新株予約権付社債であって、商法第341条ノ

３第１項第７号及び第８号の規定に基づき、新株予約

権を行使したときに、新株予約権付社債の社債権者か

ら社債の全額の償還に代えて、新株予約権の行使に際

して払込をなすべき額の全額の払込とする旨の請求が

あったものとみなし、かつ当該請求に基づく払込があ

ったものとする旨、取締役会で決議されたものをい

う。 

財務上の特約(その他の条項) 

該当事項なし 

手取金の使途 

データ配信システム等への設備投資及び借入金返済

に充当する予定であります。 



  

  

前連結会計年度
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当連結会計年度
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

  は、商法に定める端株の買取請求権が行使されたも

のとして現金により精算する。 
  
新株予約権の行使時の払込金額 
１本新株予約権１個の行使に際して払込をなすべき

額は、本社債の発行価額と同額とする。 

２本新株予約権の行使に際して払込をなすべき１株

あたりの額(以下「転換価額」という。)は、当初

323,000円とする。 

３転換価額の修正 

本新株予約権付社債の発行後、毎月第４金曜日の

翌取引日以降、転換価額は、決定日までの５連続

取引日の株式会社ジャスダック証券取引所におけ

る当社普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値

の92％に相当する金額に修正される。なお、時価

算定期間内に、本欄第４項第(2)号または第(4)号

で定める転換価額の調整事由が生じた場合には、

修正後転換価額は、本新株予約権付社債の社債要

項に従い当社が適当と判断する値に調整される。

ただし、かかる算出の結果、修正後転換価額が

193,800円(以下「下限転換価額」という。ただ

し、本欄第４項による調整を受ける。)を下回る場

合には、修正後転換価額は下限転換価額とし、修

正後転換価額が452,200円(以下「上限転換価額」

という。ただし、本欄第４項による調整を受け

る。)を上回る場合には、修正後転換価額は上限転

換価額とする。 

４転換価額の調整 

(1)当社は、本新株予約権付社債の発行後、本項第

(2)号に掲げる各事由により当社普通株式数に変

更を生じる場合または変更を生ずる可能性がある

場合は、次に定める算式(以下「転換価額調整

式」という。)をもって転換価額を調整する。 

(2)転換価額調整式により本新株予約権付社債の転換

価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額

の適用時期については、次に定めるところによ

る。 

①本項第(3)号②に定める時価を下回る発行価額ま

たは処分価額をもって当社普通株式を新たに発行

または当社の有する当社普通株式を処分する場合

調整後の転換価額は、払込期日の翌日以降、ま

た、募集のための株主割当日がある場合はその日

の翌日以降これを適用する。 

②株式分割により普通株式を発行する場合 

調整後の転換価額は、株式分割のための株主割

当日の翌日以降これを適用する。ただし、配当可

能利益から資本に組入れられることを条件にその

部分をもって株式分割により当社普通株式を発行

する旨取締役会で決議する場合で、当該配当可能

利益の資本組入れの決議をする株主総会の終結の

日以前の日を株式分割のための株主割当日とする 

  
  

 
 

 
  

 
 

 
既発行株
式数 

 
＋

新発行・処分
株式数× 

１株あた
りの 
発 行・処
分価額 

調整後転
換価額 

＝
調整前転
換価額 

×
時   価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数 



  
前連結会計年度

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当連結会計年度
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

  場合には、調整後の転換価額は、当該配当可能利

益の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日

の翌日以降これを適用する。 

なお上記ただし書の場合において、株式分割の

ための株主割当日の翌日から当該配当可能利益の

資本組入れの決議をした株主総会の終結の日まで

に行使請求をなしたものに対しては、次の算出方

法により、当社普通株式を交付する 

この場合に１株の100分の１未満の端数を生じ

たときはこれを切り捨て、現金による調整は行わ

ない。端株が発生する場合には、商法に定める端

株の買取請求権が行使されたものとして現金によ

り精算する。 

③本項第(3)号②に定める時価を下回る価額をもっ

て当社普通株式に転換される証券もしくは転換で

きる証券または当社普通株式の交付を請求できる

新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する

場合調整後の転換価額は、発行される証券または

新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当

初の転換価額で転換されまたは当初の行使価額で

行使されたものとみなして転換価額調整式を準用

して算出するものとし、払込期日の翌日以降これ

を適用する。 

(3)①転換価額調整式の計算については、円位未満小数

第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨て

る。 

②転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換

価額を適用する日(ただし、本項第(2)号②ただし

書の場合は株主割当日)に先立つ45取引日目に始

まる30取引日の株式会社ジャスダック証券取引所

における当社普通株式の普通取引の毎日の終値の

平均値とする。 

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２

位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。 

③転換価額調整式で使用する既発行株式数は、株主

割当日がある場合はその日、また、株主割当日が

ない場合は、調整後の転換価額を適用する日の１

か月前の日における当社の発行済普通株式数か

ら、当該日における当社の有する当社普通株式数

を控除した数とする。また、本項第(2)号②の場

合には、転換価額調整式で使用する新発行・処分

株式数は、株主割当日における当社の有する当社

普通株式に割り当てられる当社普通株式数を含ま

ないものとする。 

(4)本項第(2)号の転換価額の調整を必要とする場合

以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な

転換価額の調整を行う。 

①株式の併合、資本の減少、商法第373条に定めら

れた新設分割、商法第374条ノ16に定められた吸

収分割、または合併のために転換価額の調整を必

要とするとき。 

②その他当社普通株式数の変更または変更の可能性

が生じる事由の発生により転換価額の調整を必要

とするとき。 

③転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発

生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算 

  
株式
数＝

(調整前転換価額－調整
後転換価額) 

×
調整前転換価額により当
該期間内に 
交付された株式数 

調整後転換価額



  

  

前連結会計年度
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当連結会計年度
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

  出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由に

よる影響を考慮する必要があるとき。 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額 

１新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

１株の発行価格 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の

当社普通株式１株の発行価格は、行使請求に係る本

社債の発行価額の総額を、別記「新株予約権の目的

となる株式の数」欄記載の交付株式数で除した金額

とする。 

２新株予約権の行使により株式を発行する場合の資本

組入額 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の

資本組入額は、当該発行価格に0.5を乗じた金額と

し、計算の結果１円未満の端数を生ずる場合は、そ

の端数を切り上げるものとする。 

  

新株予約権の行使期間 

本新株予約権付社債の社債権者は、平成17年11月17

日から平成19年11月15日までの間、いつでも、本新株

予約権の行使を請求することができる。 

  

新株予約権の行使の条件 

当社が別記「償還の方法」欄第２項第(1)号もし

くは第(2)号により本社債を繰上償還する場合また

は当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合に

は、償還日または期限の利益の喪失日以後本新株予

約権を行使することはできない。当社が別記「償還

の方法」欄第２項第(4)号記載の本新株予約権付社

債の社債権者の請求により本社債を繰上償還する場

合には、本新株予約権付社債券が添付された繰上償

還請求書が償還金支払場所に提出された時以後本新

株予約権を行使することはできない。また、各本新

株予約権の一部行使はできないものとする。 

  

新株予約権の消却事由及び消却の条件 

消却事由は定めない 

  

新株予約権の譲渡に関する事項 

本新株予約権付社債は商法第341条ノ２第４項

の定めにより本社債と本新株予約権のうち一方

のみを譲渡することはできない。 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注)1. 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

2. 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 230,000 517,200 1.54 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 80,600 80,600 1.77 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定 
のものを除く。) 

248,600 168,000 1.78
平成18年９月30日～
平成20年10月31日 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 559,200 765,800 ― ― 

１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内
(千円) 

３年超４年以内
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

80,600 72,900 14,500 ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成16年８月31日) 
当事業年度 

(平成17年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  1,090,312 1,322,501  

２ 売掛金 ※２  911,450 1,227,202  

３ 有価証券  49 ―  

４ 商品  239,617 443,287  

５ 貯蔵品  1,336 321  

６ 前渡金  27,556 ―  

７ 前払費用  7,918 13,593  

８ 繰延税金資産  14,672 17,727  

９ その他  10,794 19,568  

貸倒引当金  △1,739 △3,038  

流動資産合計  2,301,969 86.5 3,041,163 80.2

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物 10,111 10,457    

減価償却累計額 3,223 6,887 4,340 6,117  

(2) 器具及び備品 83,619 83,389    

減価償却累計額 31,522 52,097 43,548 39,840  

有形固定資産合計  58,984 2.2 45,957 1.2

２ 無形固定資産     

(1) ソフトウェア  101,617 86,742  

(2) 電話加入権  360 360  

無形固定資産合計  101,977 3.8 87,102 2.3

３ 投資その他の資産    

(1) 関係会社株式  57,000 140,000  

(2) 長期貸付金  29,450 ―  

(3) 関係会社長期貸付金  64,000 80,000  

(4) 破産更生債権  3,884 6,317  

(5) 長期前払費用  25,000 361,658  

(6) 繰延税金資産  15,500 3,527  

(7) 差入敷金保証金  35,856 31,039  

(8) その他  1,642 2,463  

 貸倒引当金  △33,335 △6,317  

投資その他の資産合計  198,999 7.5 618,689 16.3

固定資産合計  359,961 13.5 751,749 19.8

資産合計  2,661,930 100.0 3,792,913 100.0

      



  

  

  
前事業年度

(平成16年８月31日) 
当事業年度 

(平成17年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金 ※２  830,812 1,150,481  

２ 短期借入金  180,000 467,200  

３ 一年内返済予定 
長期借入金 

 80,600 80,600  

４ 未払費用  76,064 127,017  

５ 未払法人税等  102,681 127,586  

６ 賞与引当金  5,440 ―  

７ 返品調整引当金  15,387 15,932  

８ その他  22,399 37,402  

流動負債合計  1,313,384 49.4 2,006,220 52.9

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金  248,600 168,000  

２ 退職給付引当金  4,869 5,217  

固定負債合計  253,469 9.5 173,217 4.6

負債合計  1,566,854 58.9 2,179,437 57.5

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※１  604,764 22.7 719,514 19.0

Ⅱ 資本剰余金     

資本準備金  142,500 322,275  

資本剰余金合計  142,500 5.4 322,275 8.5

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金  3,540 5,820  

２ 任意積立金     

別途積立金 130,000 130,000 270,000 270,000  

３ 当期未処分利益  214,271 295,866  

利益剰余金合計  347,811 13.0 571,686 15.1

資本合計  1,095,076 41.1 1,613,476 42.5

負債資本合計  2,661,930 100.0 3,792,913 100.0

      



② 【損益計算書】 

  

  
前事業年度

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  4,404,756 100.0 5,617,881 100.0

Ⅱ 売上原価    

１ 商品期首たな卸高 144,456 239,617   

２ 当期商品仕入高 3,367,529 4,445,498   

合計 3,511,985 4,685,116   

３ 商品他勘定振替高 ※２ ― 32,270   

４ 商品期末たな卸高 239,617 3,272,368 74.3 443,287 4,209,558 74.9

売上総利益  1,132,388 25.7 1,408,322 25.1

５ 返品調整引当金繰入額  6,657 0.1 544 0.0

差引売上総利益  1,125,730 25.6 1,407,777 25.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 物流費 211,965 279,913   

２ 広告宣伝費 47,070 44,948   

３ 役員報酬 65,482 88,099   

４ 給与手当 173,166 191,241   

５ 賞与引当金繰入額 5,440 ―   

６ 退職給付費用 2,604 2,617   

７ 賃借料 42,946 34,894   

８ 減価償却費 32,920 48,106   

９ 貸倒引当金繰入額 3,647 4,290   

10 その他 236,114 821,359 18.7 262,009 956,121 17.0

営業利益  304,371 6.9 451,656 8.1

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息 ※１ 1,625 310   

２ 業務受託料 6,000 6,000   

３ 雑収入 78 7,703 0.2 136 6,447 0.1

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息 9,237 10,044   

２ 新株発行費 ― 15,530   

３ 上場関連費用 ― 16,929   

４ 雑損失 ― 9,237 0.2 19 42,524 0.8

経常利益  302,837 6.9 415,578 7.4



  

  

  
前事業年度

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益    

 １ 賞与引当金戻入益 1,150 1,150 0.0 ― ― ―

税引前当期純利益  303,987 6.9 415,578 7.4

法人税、住民税 
及び事業税 

157,000 160,000   

法人税等調整額 △4,663 152,336 3.5 8,917 168,917 3.0

当期純利益  151,651 3.4 246,661 4.4

前期繰越利益  62,620 49,205 

当期未処分利益  214,271 295,866 

     



③ 【利益処分計算書】 

  

（注） 日付は株主総会承認日であります。 

  

  
前事業年度

(平成16年11月29日) 
当事業年度 

(平成17年11月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益 214,271 295,866

Ⅱ 利益処分額  

１ 利益準備金 2,280 ―  

２ 配当金 22,786 55,716  

３ 任意積立金  

  別途積立金 140,000 165,066 120,000 175,716

Ⅲ 次期繰越利益 49,205 120,150

   



重要な会計方針 

項目 
前事業年度

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

  (2) その他有価証券 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

― 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 商品 

 移動平均法による原価法 

(1) 商品 

同左 

  (2) 貯蔵品 

   最終仕入原価法 

(2) 貯蔵品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

 定率法によっております。 

 なお、耐用年数及び残存価格に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。ただし、器具及び備品に含ま

れている貸与資産については定額

法によっております。 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間

(５年)による定額法によっており

ます。 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

 均等償却によっております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

４ 繰延資産の処理方法 ― (1) 新株発行費 

支出時に全額費用として処理して

おります。 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支給に充

てるため、支給見込額に基づき当

期に見合う額を計上しておりま

す。 

― 

  (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務の見込み額に基づき、当事

業年度末に発生していると認めら

れる額を計上しております。 

(2) 退職給付引当金 

同左 

  (4) 返品調整引当金 

 レコード等の返品による損失に

備えるため、返品予想額に基づく

返品損失見積額を計上しておりま

す。 

(3) 返品調整引当金 

同左 



  

  

(表示方法の変更) 

  

(追加情報) 

項目 
前事業年度

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

６ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

(貸借対照表) 

 前事業年度までは独立科目で掲記していた未払金（当

期末残高13,242千円）は、金額が僅少となったため、流

動負債の「その他」に含めて表示することに変更しまし

た。 

― 

(損益計算書) 

賃借料は販売費及び一般管理費の5/100を超えたため、

区分掲記することとしました。なお、前期は販売費及び

一般管理費の「その他」に29,343千円含まれておりま

す。 

  

前事業年度 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

―  従来、従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給

見込額に基づき事業年度に見合う額を計上しておりまし

たが、平成17年8月25日付けの給与・退職金規程の改定

により平成17年9月1日より年俸制へ全面移行したため、

賞与引当金を計上しておりません。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(平成16年８月31日) 

当事業年度
(平成17年８月31日) 

※１ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数   普通株式 12,800株

発行済株式総数 普通株式 4,143株

※１ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数   普通株式 76,800株

発行済株式総数 普通株式 27,858株

※２ (関係会社に対する資産及び負債) 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。 

売掛金 35,967千円

買掛金 162,334 

    

※２ (関係会社に対する資産及び負債) 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。 

売掛金 38,238千円

買掛金 221,204 

３  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行５行と当座貸越契約を締結しております。 

   当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金

未実行残高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額の総額 2,100,000千円

貸出実行残高 150,000 

差引額 1,950,000 

３  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行５行と当座貸越契約を締結しております。 

   当事業年度末における当座貸越契約に係る借入金

未実行残高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額の総額 2,100,000千円

貸出実行残高 450,000 

差引額 1,650,000 

前事業年度 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。 

― 

受取利息 1,365千円

― 

  

  

※２ 商品他勘定振替の内訳は次のとおりであります。 

会社分割による継承子会社への振替 32,270千円



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度(自 平成15年９月１日 至 平成16年８月31日) 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当事業年度(自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

建物 6,969 2,439 4,530

器具及び備品 167,436 54,680 112,756

車輌 12,033 5,739 6,293

ソフトウェア 58,712 40,396 18,316

合計 245,152 103,255 141,896

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

建物 6,969 3,833 3,136 

器具及び備品 159,042 79,325 79,717 

車輌 12,033 7,817 4,215 

ソフトウェア 24,298 15,793 8,504 

合計 202,343 106,769 95,573 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 46,411千円

１年超 104,420千円

合計 150,832千円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 41,729千円

１年超 62,509千円

合計 104,239千円

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 49,793千円

減価償却費相当額 44,499千円

支払利息相当額 8,189千円

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 53,052千円

減価償却費相当額 46,322千円

支払利息相当額 6,426千円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５ 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 



(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(平成16年８月31日) 

当事業年度
(平成17年８月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

   未払事業税 8,486千円

   賞与引当金損金算入限度超過額 2,213 

   貸倒引当金損金算入限度超過額 13,295 

   退職給付引当金損金算入限度超過額 1,981 

   返品調整引当金算入限度超過額 3,972 

   その他 223 

   繰延税金資産合計 30,173 

  

  (繰延税金負債) 

   繰延税金負債合計 ― 

   繰延税金資産の純額 30,173千円

  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

   未払事業税 13,631千円

   貸倒引当金損金算入限度超過額 811 

   退職給付引当金損金算入限度超過額 2,122 

   返品調整引当金算入限度超過額 4,095 

   その他 594 

   繰延税金資産合計 21,255 

   

  (繰延税金負債)  

   繰延税金負債合計 ― 

   繰延税金資産の純額 21,255千円

   

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率 42.0％

   (調整) 

  交際費等永久に損金に算入されない項目 5.9％

  留保金課税 2.3

  住民税均等割等 0.2

  その他 △0.3

  税効果適用後の法人税等の負担率 50.1

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下で

あるため注記を省略しております。 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

１株当たり純資産額 264,319円71銭 57,917円88銭

１株当たり当期純利益 36,604円21銭 13,645円78銭

   なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、新株引受権

の残高がありますが、当社は、非上

場・非登録であり、期中平均株価の

算定が困難なため、記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後1株当たり
当期純利益については、潜在株式が
存在しないため、記載しておりませ
ん。 
  
（追加情報） 
 平成16年8月31日現在の株主名簿
に記載された株主の所有株式数を、
平成16年9月30日付けをもって1株に
つき3株の割合で分割いたしまし
た。また、平成17年2月28日現在の
株主名簿及び実質名簿に記載又は記
録された株主の所有株式数を、平成
17年4月20日付けをもって1株につき
2株の割合で分割いたしました。 
 当該株式分割が、前期首に行なわ
れたと仮定した場合の1株当たり情
報は以下のとおりであります。 
①1株当たり純資産額 
前事業年度   44,053円29銭 
②1株当たり当期純利益 
前事業年度    6,100円70銭 

 なお、潜在株式調整後1株当たり

当期純利益については、新株引受権

の残高がありますが、当社は、非上

場・非登録であり、期中平均株価の

算定が困難なため、記載しておりま

せん。 

項目
前事業年度

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

損益計算書上の当期純利益(千円) 151,651 246,661

普通株式に係る当期純利益(千円) 151,651 246,661

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 4,143 18,076

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要 

新株引受権１種類(新株

引受権の目的となる株式

の数136株)これらの詳細

は、「第４提出会社の状

況１株式等の状況(2) 新

株予約権等の状況」に記

載のとおりであります。 

― 



(重要な後発事象) 

  

前事業年度 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

1. 当社は、平成16年７月21日開催の取締役会において
株式分割（無償交付）による新株式の発行を行う旨の
決議をしております。 
その概要は次のとおりであります。 
１ 平成16年９月30日付をもって普通株式１株を３株
に分割しております。 

(1) 分割により増加する株式数 
普通株式   8,286株 

(2) 分割方法 
平成16年８月31日現在の株主名簿に記載された
株主の所有権を１株につき３株の割合をもって分
割しております。 

２ 配当起算日 
平成16年９月1日 
当該株式分割が当期首に行われたと仮定した場合
の当事業年度における１株当たり情報は、以下のと
おりであります。 
１株当たり純資産 88,106円57銭 
１株当たり当期純利益 12,201円40銭 

1. 平成17年8月22日開催の取締役会において、商法211
条ノ3第1項第2号の規定に基づき、自己株式の買付を
行うことを決議しております。 
(1)買付する株式の種類  普通株式 
(2)買付する株式の総数  1,000株（上限） 
(3)株式の買付価額の総額 250,000千円（上限） 
(4)自己株式買付の日程  平成17年8月22日～ 

平成17年9月20日 
なお、当該取締役会決議に基づく買付は、平成17年
9月1日から行われており、買付状況は以下のとおりで
あります。 
(1)取得株式数      500株 
(2)買付総数       137,707千円 

  

2. 当社は、平成16年11月16日に日本証券業協会に店頭
売買有価証券として株式を登録いたしました。登録に
際して、平成16年10月15日及び平成16年10月26日開催
の取締役会決議に基づき、平成16年11月15日を払込期
日とする有償一般募集増資（ブックビルディング方
式）により、新株式を次のとおり発行いたしました。 

  この結果、資本金は719,514千円、発行済株式総数
は13,929株となりました。 
(1) 発行新株式数 普通株式 1,500株 
(2) 発行価格 210,000円 
(3) 引受価額 196,350円 
(4) 発行価額 153,000円 
(5) 資本組入額 76,500円 
(6) 払込金総額 294,525千円 
(7) 新株の配当起算日 平成16年９月１日 
(8) 資金の使途   
  手取金については、店頭試聴機等の設備投資資金

に充当する予定であります。 

2. 平成17年10月31日開催の取締役会において、第１回

無担保転換社債型新株予約権付社債（転換社債型新

株予約権付社債間限定同順位特約付）の発行を決議

し、下記のとおり発行いたしました。 

銘柄 

第１回無担保転換社債型新株予約

権付社債(転換社債型新株予約権

付社債間限定同順位特約付) 

記名・無記名の別 無記名式 

券面総額又は振替

社債の総額 
金1,500,000,000円 

各社債の金額 金100,000,000円の１種 

発行価額の総額 金1,500,000,000円 

発行価格 

額面100円につき金100円 

ただし、本新株予約権は無償にて

発行するものとする。 

利率 本社債には利息を付さない。 

償還期限 平成19年11月16日(金) 

償還の方法   

１ 償還金額 

額面100円につき金100円 

ただし、繰上償還の場合は本欄第２項第(1)号乃

至第(3)号に定める価額による。 

２ 償還の方法 

(1) 当社は、当社が株式交換または株式移転により他

の会社の完全子会社となることを当社の株主総会

で決議した場合、本新株予約権付社債の社債権者

に対して、償還日から30日以上60日以内の事前通

知を行った上で、当該株式交換または株式移転の

効力発生日以前に、残存する本社債の全部(一部

は不可)を額面100円につき金100円で繰上償還す

る。 

(2) 当社は、本新株予約権付社債の発行後、その選択

により、本新株予約権付社債の社債権者に対し

て、償還すべき日の２週間前に通知を行った上

で、残存する本社債の全部(一部は不可)を額面

100円につき金100円で繰上償還することができ

る。 

(3) 本新株予約権付社債の社債権者は、本新株予約権

付社債の発行後、その選択により、当社に対して

償還すべき日の２週間前に通知を行い、かつ当社 



  

  

前事業年度 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

  

  

(新株予約権付社債に関する事項)  

新株予約権の目的となる株式の種類 
当社普通株式 
新株予約権の目的となる株式の数 
本新株予約権の行使請求により当社が当社普通株式

を新たに発行またはこれに代えて当社の有する当社普

通株式を移転する数は、行使請求に係る本社債の発行

価額の総額1,500百万円(ただし、同欄第３項または第

４項によって修正または調整された場合は修正後また

は調整後の転換価額)で除した数とする。ただし、行

使により生じる１株の100分の１未満の端数はこれを

切り捨て、現金による調整は行わない。本新株予約権

の行使により端株が発生する場合に 

の定める請求書に繰上償還を請求しようとする社

債を表示し、請求の年月日等を記載してこれに記

名捺印した上、繰上償還を請求しようとする本新

株予約権付社債券を添えて償還金支払場所に提出

することにより、その保有する本社債の全部また

は一部を額面100円につき金100円で繰上償還する

ことを、当社に対して請求する権利を有する。 

(4) 本社債の買入消却は、発行日の翌日以降いつでも

これを行うことができる。ただし、本新株予約権

のみを消却することはできない。本社債の買入消

却の場合、当社は取得した本新株予約権につき、

その権利を放棄するものとする。 

募集の方法 その他の者に対する割当の方法に

よる 

申込期日 平成17年11月16日(水) 

払込期日 平成17年11月16日(水) 

担保 本新株予約権付社債には物上担保

ならびに保証は付されておらず、

また本新株予約権付社債のために

特に留保されている資産はない。 

財務上の特約(担保提供制限) 

当社は、本社債の未償還残高が存する限り、本新株

予約権付社債発行後、当社が国内で今後発行する他の

転換社債型新株予約権付社債に担保権を設定する場合

には、本新株予約権付社債のためにも担保附社債信託

法に基づき、同順位の担保権を設定する。なお、転換

社債型新株予約権付社債とは、商法第341条ノ２に定

められた新株予約権付社債であって、商法第341条ノ

３第１項第７号及び第８号の規定に基づき、新株予約

権を行使したときに、新株予約権付社債の社債権者か

ら社債の全額の償還に代えて、新株予約権の行使に際

して払込をなすべき額の全額の払込とする旨の請求が

あったものとみなし、かつ当該請求に基づく払込があ

ったものとする旨、取締役会で決議されたものをい

う。 

財務上の特約(その他の条項) 

該当事項なし 

手取金の使途 

データ配信システム等への設備投資及び借入金返済

に充当する予定であります。 



  

  

前事業年度 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

  は、商法に定める端株の買取請求権が行使されたもの

として現金により精算する。 
  
新株予約権の行使時の払込金額 
１本新株予約権１個の行使に際して払込をなすべき額

は、本社債の発行価額と同額とする。 

２本新株予約権の行使に際して払込をなすべき１株あ

たりの額(以下「転換価額」という。)は、当初

323,000円とする。 

３転換価額の修正 

本新株予約権付社債の発行後、毎月第４金曜日の翌

取引日以降、転換価額は、決定日までの５連続取引

日の株式会社ジャスダック証券取引所における当社

普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値の92％に

相当する金額に修正される。なお、時価算定期間内

に、本欄第４項第(2)号または第(4)号で定める転換

価額の調整事由が生じた場合には、修正後転換価額

は、本新株予約権付社債の社債要項に従い当社が適

当と判断する値に調整される。ただし、かかる算出

の結果、修正後転換価額が193,800円(以下「下限転

換価額」という。ただし、本欄第４項による調整を

受ける。)を下回る場合には、修正後転換価額は下

限転換価額とし、修正後転換価額が452,200円(以下

「上限転換価額」という。ただし、本欄第４項によ

る調整を受ける。)を上回る場合には、修正後転換

価額は上限転換価額とする。 

４転換価額の調整 

(1)当社は、本新株予約権付社債の発行後、本項第(2)

号に掲げる各事由により当社普通株式数に変更を

生じる場合または変更を生ずる可能性がある場合

は、次に定める算式(以下「転換価額調整式」とい

う。)をもって転換価額を調整する。 

(2)転換価額調整式により本新株予約権付社債の転換

価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額

の適用時期については、次に定めるところによ

る。 

①本項第(3)号②に定める時価を下回る発行価額また

は処分価額をもって当社普通株式を新たに発行ま

たは当社の有する当社普通株式を処分する場合調

整後の転換価額は、払込期日の翌日以降、また、

募集のための株主割当日がある場合はその日の翌

日以降これを適用する。 

②株式分割により普通株式を発行する場合 

調整後の転換価額は、株式分割のための株主割

当日の翌日以降これを適用する。ただし、配当可

能利益から資本に組入れられることを条件にその

部分をもって株式分割により当社普通株式を発行

する旨取締役会で決議する場合で、当該配当可能

利益の資本組入れの決議をする株主総会の終結の

日以前の日を株式分割のための株主割当日とする 
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前事業年度 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

  場合には、調整後の転換価額は、当該配当可能利

益の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日

の翌日以降これを適用する。 

なお上記ただし書の場合において、株式分割の

ための株主割当日の翌日から当該配当可能利益の

資本組入れの決議をした株主総会の終結の日まで

に行使請求をなしたものに対しては、次の算出方

法により、当社普通株式を交付する 

この場合に１株の100分の１未満の端数を生じた

ときはこれを切り捨て、現金による調整は行わな

い。端株が発生する場合には、商法に定める端株

の買取請求権が行使されたものとして現金により

精算する。 

③本項第(3)号②に定める時価を下回る価額をもって

当社普通株式に転換される証券もしくは転換でき

る証券または当社普通株式の交付を請求できる新

株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する場

合調整後の転換価額は、発行される証券または新

株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初

の転換価額で転換されまたは当初の行使価額で行

使されたものとみなして転換価額調整式を準用し

て算出するものとし、払込期日の翌日以降これを

適用する。 

(3)①転換価額調整式の計算については、円位未満小数

第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨て

る。 

②転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換

価額を適用する日(ただし、本項第(2)号②ただし

書の場合は株主割当日)に先立つ45取引日目に始ま

る30取引日の株式会社ジャスダック証券取引所に

おける当社普通株式の普通取引の毎日の終値の平

均値とする。 

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２

位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。 

③転換価額調整式で使用する既発行株式数は、株主

割当日がある場合はその日、また、株主割当日が

ない場合は、調整後の転換価額を適用する日の１

か月前の日における当社の発行済普通株式数か

ら、当該日における当社の有する当社普通株式数

を控除した数とする。また、本項第(2)号②の場合

には、転換価額調整式で使用する新発行・処分株

式数は、株主割当日における当社の有する当社普

通株式に割り当てられる当社普通株式数を含まな

いものとする。 

(4)本項第(2)号の転換価額の調整を必要とする場合以

外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な転

換価額の調整を行う。 

①株式の併合、資本の減少、商法第373条に定められ

た新設分割、商法第374条ノ16に定められた吸収分

割、または合併のために転換価額の調整を必要と

するとき。 

②その他当社普通株式数の変更または変更の可能性

が生じる事由の発生により転換価額の調整を必要

とするとき。 
③転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発
生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算 

  
株式
数＝

(調整前転換価額－調整
後転換価額) 

×
調整前転換価額により当
該期間内に 
交付された株式数 

調整後転換価額



  

  

  

前事業年度 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

  出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由に

よる影響を考慮する必要があるとき。 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額 

１新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１

株の発行価格 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の当

社普通株式１株の発行価格は、行使請求に係る本社債

の発行価額の総額を、別記「新株予約権の目的となる

株式の数」欄記載の交付株式数で除した金額とする。 

２新株予約権の行使により株式を発行する場合の資本組

入額 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の資

本組入額は、当該発行価格に0.5を乗じた金額とし、

計算の結果１円未満の端数を生ずる場合は、その端数

を切り上げるものとする。 

  

新株予約権の行使期間 

本新株予約権付社債の社債権者は、平成17年11月17日

から平成19年11月15日までの間、いつでも、本新株予約

権の行使を請求することができる。 

  

新株予約権の行使の条件 

当社が別記「償還の方法」欄第２項第(1)号もし

くは第(2)号により本社債を繰上償還する場合また

は当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合に

は、償還日または期限の利益の喪失日以後本新株予

約権を行使することはできない。当社が別記「償還

の方法」欄第２項第(4)号記載の本新株予約権付社

債の社債権者の請求により本社債を繰上償還する場

合には、本新株予約権付社債券が添付された繰上償

還請求書が償還金支払場所に提出された時以後本新

株予約権を行使することはできない。また、各本新

株予約権の一部行使はできないものとする。 

  

新株予約権の消却事由及び消却の条件 

消却事由は定めない 

  

新株予約権の譲渡に関する事項 

本新株予約権付社債は商法第341条ノ２第４項の定

めにより本社債と本新株予約権のうち一方のみを譲

渡することはできない。 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

有価証券の金額が資産の総額の100分の1以下であるため、財務諸表等規則第121条の規定により記載を省略しております。 

【有形固定資産等明細表】 

  

(注) 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

  

資産の種類 
前期末残高
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産       

 建物 10,111 346 ― 10,457 4,340 1,116 6,117

 器具及び備品 83,619 2,407 2,638 83,389 43,548 12,467 39,840

計 93,731 2,753 2,638 93,846 47,888 13,584 45,957

無形固定資産       

 ソフトウェア 157,133 18,232 ― 175,365 88,623 33,107 86,742

 電話加入権 360 ― ― 360 ― ― 360

計 157,493 18,232 ― 175,725 88,623 33,107 87,102

長期前払費用 25,000 371,714 ― 396,714 35,055 35,055 361,658

長期前払費用 ㈱アンリミテッドグループとの商品の独占販売契約料 285,714千円

  ㈱フォーリアルとのインタラクティブ配信使用許諾料 40,000 

        



【資本金等明細表】 

  

(注)1. 資本金及び株式払込剰余金の増加は、有償一般募集増資によるものであります。 

2. 普通株式の増加は、有償一般募集増資と株式分割によるものであります。 

3. 利益準備金及び任意積立金の増加は、利益処分によるものであります。 

  

  

【引当金明細表】 

  

  

(注)1. 貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

   2. 従来、従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき事業年度に見合う額を計上しておりましたが、平成

17年8月25日付けの「給与・退職金規程」の改定により平成17年9月1日より年俸制へ全面移行したため、賞与引当金を計上

しておりません。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(千円) 604,764 114,750 ― 719,514

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (株) (4,143) (23,715) (―) (27,858)

普通株式 (千円) 604,764 114,750 ― 719,514

計 (株) (4,143) (23,715) (―) (27,858)

計 (千円) 604,764 114,750 ― 719,514

資本準備金及び 
その他 
資本剰余金 

資本準備金     

 株式払込剰余金 (千円) 142,500 179,775 ― 322,275

計 (千円) 142,500 179,775 ― 322,275

利益準備金及び 
任意積立金 

利益準備金 (千円) 3,540 2,280 ― 5,820

任意積立金     

別途積立金 (千円) 130,000 140,000 ― 270,000

計 (千円) 133,540 142,280 ― 275,820

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 35,074 9,355 30,009 5,065 9,355 

賞与引当金 5,440 ― 5,440 ― ― 

返品調整引当金 15,387 15,932 15,387 ― 15,932 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

ａ 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

ロ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

(ロ)売掛金滞留状況 

(注) 当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

(ハ)商品 

  

区分 金額(千円)

現金 7,696

預金の種類  

当座預金 118

普通預金 664,464

定期預金 650,222

計 1,314,805

合計 1,322,501

相手先 金額(千円)

㈱星光堂 239,749

エイチ・エム・ヴイ・ジャパン㈱ 124,728

タワーレコード㈱ 66,699

エフアンドエス㈱ 42,525

㈱アミューズ 42,005

その他 711,494

計 1,227,202

前期繰越高(千円) 
  
(Ａ) 

当期発生高(千円)
  
(Ｂ) 

当期回収高(千円)
  
(Ｃ) 

次期繰越高(千円)
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

911,450 5,898,775 5,583,024 1,227,202 82.0 66.2

区分 金額(千円)

音楽CD 211,509

ゲームソフト 162,548

Ｍカード 29,129

その他 40,099

合計 443,287



(ニ)貯蔵品 

  

(ホ)長期前払費用 

  

ｂ 負債の部 

(イ)買掛金 

  

(ロ)短期借入金 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

区分 金額(千円)

商品カタログ等 321

合計 321

区分 金額(千円)

肖像権使用料 37,055

独占販売契約料 285,714

楽曲原盤権使用料 38,888

合計 361,658

相手先 金額(千円)

㈱ゼロット 162,254

㈲ヴィレッジアゲインアソシエイション 112,691

WOMAN WI NAME PROMOTION 103,750

㈲ニューワールドレコーズ 94,490

㈱イーストワークスエンタテインメント 69,737

その他 607,556

合計 1,150,481

区分 金額(千円)

㈱東京三菱銀行 356,800

㈱りそな銀行 56,800

㈱三井住友銀行 50,000

㈱UFJ銀行 3,600

合計 467,200



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 1. 当社は、端株制度の適用を受けておりますが、現在端株は生じておりません。 

2. 当社は、端株が生じた場合、商法第220条ノ２第１項に規定する端株原簿を作成しております。 

  

決算期 ８月31日

定時株主総会 11月中 

基準日 ８月31日

株券の種類 １株券、５株券、10株券、100株券

中間配当基準日 ２月末日

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店 

  代理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店、全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

  取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 本店 

  代理人 
東京都港区芝三丁目33番１号
中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店、全国各支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載新聞名 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

(1) 

  

有価証券届出書 

及びその添付書類 

有償一般募集増資(ブックビルディング

方式による募集)及び株式売出し(ブック

ビルディング方式による売出し) 

  

平成16年10月15日 

関東財務局長に提出。 

          

(2) 

  

  

有価証券届出書 

の訂正届出書 

  

上記(1)に係る訂正届出書であります。 

    

平成16年10月27日及び 

平成16年11月８日 

関東財務局長に提出。 

          

(3) 

  

有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第６期) 

自 平成15年９月１日 

至 平成16年８月31日 
  
平成16年11月30日 

関東財務局長に提出。 

            

(4) 

  

半期報告書 

  

(第７期中) 

  

自 平成16年９月１日 

至 平成17年２月28日 
  
平成17年５月23日 

関東財務局長に提出。 

            

(5) 自己株券買付 

状況報告書 
      

平成17年９月29日 

平成17年10月３日 

平成17年11月１日 

関東財務局長に提出。 

          

(6) 有価証券届出書 

及びその添付書類 

第１回無担保転換社債型新株予約権付

社債 
  
平成17年10月31日 

関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１６年１１月２９日

ダイキサウンド株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているダイキサウンド株式

会社の平成１５年９月１日から平成１６年８月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ダイキサウンド

株式会社及び連結子会社の平成１６年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 和 田 芳 幸 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 安   義 利 

      

  関与社員 公認会計士 永 澤 宏 一 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年１１月２９日

ダイキサウンド株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているダイキサウンド株式

会社の平成１６年９月１日から平成１７年８月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ダイキサウンド

株式会社及び連結子会社の平成１７年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年８月２２日開催の取締役会決議に基づき、自己株式の取得を実施して

いる。また、会社は平成１７年１１月１６日を払込期日とする転換社債型新株予約権付社債の発行を実施している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 安   義 利 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 永 澤 宏 一 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１６年１１月２９日

ダイキサウンド株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているダイキサウンド株式

会社の平成１５年９月１日から平成１６年８月３１日までの第６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益

処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ダイキサウンド株式

会社の平成１６年８月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 和 田 芳 幸 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 安   義 利 

      

  関与社員 公認会計士 永 澤 宏 一 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年１１月２９日

ダイキサウンド株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているダイキサウンド株式

会社の平成１６年９月１日から平成１７年８月３１日までの第７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益

処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ダイキサウンド株式

会社の平成１７年８月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年８月２２日開催の取締役会決議に基づき、自己株式の取得を実施して

いる。また、会社は平成１７年１１月１６日を払込期日とする転換社債型新株予約権付社債の発行を実施している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 安   義 利 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 永 澤 宏 一 
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